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第 3 部 湾岸諸国協力会議 

 

 

第 1 章 GCC についての概要紹介 

 

 

 湾岸諸国協力会議（GCC）は、バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジア

ラビア及び UAE が 1981 年５月 25 日にサウジアラビアのリヤドにおいて締結した合意によ

り成立した。これらの加盟国は、相互の特別な関係、イスラム教にもとづいた類似の政治

制度、共同的運命及び共通の目的を考慮し、GCC を形成すると宣言した。 

 GCC は、地域的な共同市場の形成及び防衛計画評議会の共同運用を目指している。これら

の加盟国が地理的に近いこと並びに全般的に自由貿易経済政策を採用していることも、GCC

を形成する一助となった。 

 GCC は、以下の目的を有する。 

a) GCC 加盟国間の統一に至る協調、統合及び緊密な結びつきの実現 

b) 地域の人民相互の結びつき、関係及びあらゆる側面の協力を深めること 

c) 経済及び金融、商業、関税及び輸送、教育及び文化、社会及び保健、通信、情報、政

治、法律及び行政分野に関する類似の制度及び法律の採用 

d) 工業、鉱業、農業、水資源及び動物資源に関係する科学技術の進歩を奨励すること及

び科学研究センターの設置並びに共同プロジェクトの遂行 

 

1. 組織構成 

 GCC の組織は、GCC 首脳会議、GCC 閣僚評議会及び GCC 事務局で構成される。 

a) 首脳会議（GCC の最高決定機関）は、６加盟国の元首により構成される。首脳会議は、

定例会議を年１回開催する。GCC 加盟国のいずれか２カ国の元首の要請により、随時、

緊急会議を招集することができる。首脳会議の議長国は、持ち回りで各 GCC 加盟国が

務める。決定は、過半数で決する。首脳会議は、GCC 全体の政策決定及び閣僚評議会又

は事務局が提出した勧告の承認を担当する。 

b) 閣僚評議会は、６加盟国の外相により構成される。閣僚評議会は、３カ月ごとに定例

会を開催する。GCC 加盟国のいずれか２カ国の外相の要請により、随時、緊急会議を招

集することができる。閣僚評議会は、政策を策定し、経済、社会及び文化分野におけ

る GCC 加盟国間の協力及び協調を促進する手段について勧告する。 

c) 事務局は、GCC の報告書、調査結果、会計及び予算を作成する。事務局は、規則を起草

し、GCC 加盟国が、首脳会議及び閣僚評議会の採択した決定を実施するのを支援する。

事務局長は、閣僚評議会の勧告にもとづき、首脳会議が任命し、その任期は３年であ

る（再任可能）。 
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d) 事務局は、サウジアラビアのリヤドに置かれている。GCC 憲章は、アラブ諸国の団結を

追及する重要性を明記している。憲章は、経済、社会及び文化分野における「協調、

統合及び協力を実現するための手段」を提供することが、GCC の責務であるとしている。 

 

2. 貿易及び投資 

 関税の完全な統一に向けた動きは、1994 年に本格化した。1998 年６月には、対外的な関

税賦課目的につき、ほとんどの物品の分類をめぐって GCC 加盟国間の合意が成立していた

ため、関税同盟形成の可能性を追求するための技術委員会が設置された。1999 年 11 月に開

催された GCC 首脳会議の第 20 回会合において、2005 年までに関税同盟を結成することが合

意された。2000 年 12 月の第 21 回首脳会議では、関税同盟の結成予定を繰り上げ、これを

2003 年１月１日に結成することが発表された。関税同盟は、（GCC において、当時、４％か

ら 20％までの範囲に分布していた関税の税率を調和させることで）入域港での輸入品に対

する関税の税率を一律５％に定めた。GCC 構成６カ国間で取引される商品及び役務（域内貿

易）に対する関税の税率を一律０％とし、いずれの GCC 加盟国において製造された商品に

ついても自由な移動を認め、これが関税同盟の全域において同じ権利及び特恵待遇を享有

できるものとした。 

 GCC 地域において特許権を保護するため、1998 年に GCC 特許庁が設置された。 

 外国投資を奨励するために、1997 年に公表された外国投資ガイドラインを含む措置が、

様々な機会に導入されている。 
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第 2 章 GCC 特許庁（GCC 特許制度） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

1. 概要 

 1992 年 12 月に開催された第 13 回 GCC 首脳会議において、GCC 特許規則が可決され、GCC

特許庁が設置された。1999 年 11 月に、規則の一部を改正し、改正規則が 2000 年８月 16 日

に発効した。 

 GCC 共通特許制度は、域内出願人及び国際出願人に対し、一度の出願で、GCC 加盟６カ国

のあらゆる加盟国における特許保護を付与する。GCC 特許規則は、発明の保護のみを規定す

る。意匠又は実用新案に対応する制度は存在しない。 

 GCC 特許制度は、特許協力条約（PCT）の一部を構成せず、GCC は、パリ条約の締約国で

もない。しかしながら、GCC 特許庁は、優先権に関するパリ条約のルールを尊重しており、

GCC 出願においては、GCC がパリ条約の締約国であるかのように、先の条約出願にもとづい

た優先権を主張できる。また、GCC 特許庁は、他の特許庁、特にオーストリア及びオースト

ラリアと協力し、これらの提携特許庁に特許審査業務の 80％を委託している。 

   湾岸諸国に出願する際に、戦略的な理由でGCC特許局とGCCの加盟国のうちの一つ、ある

いは複数の国に重複して特許出願をすることはよくあることである。経費が負担できる限

り、そして同時に出願する限り（新規性の問題を回避することになる）、このようなやり方

を避ける理由はない。 
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2. PCT 及び GCC 特許制度における GCC 加盟諸国の地位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. GCC 特許庁とその機能 

 GCC 特許庁は、理事会及び特許庁職員で構成される。GCC 特許庁の任務は、GCC 特許登録

簿を管理し、GCC 特許出願を受理し、その審査を行い、公告し、GCC 特許を発行し、これに

付随するあらゆる機能を果たすことである。 

 製品を保護するための国際的な特許出願戦略が、一般に (1) 広範な地理的市場を防衛す
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る必要性、(2) 商品化されるまでの長い開発期間、という二つの基本的な要因によって形

成されていることは周知の事実である。その国の人口により市場規模は異なるものの、特

許製品の販売見込みは、ほぼどの国にも存在する。従って、世界的に消費可能な製品の場

合には、特許保護が、通常は、かなりの数の国々で追及される。 

 企業は、一般に、PCT 出願を好むものの、GCC 地域に関する限り、PCT の締約国がバーレ

ーン、オマーン及び UAE のみであり、クウェート、カタール及びサウジアラビアが締約国

ではない点に留意する必要がある。特許出願との関係では、サウジアラビア及び UAE が、

GCC 加盟６カ国の中で最も重要な市場である。 

 GCC 域内において特許を登録することに関心のある企業は、費用を節減し、地理的に最大

限の保護範囲を確保するためにも、当然、PCT 出願（その場合には、GCC 加盟諸国の中の３

カ国でしか保護が与えられない）又は GCC のそれぞれの加盟国への直接出願ではなく、GCC

特許制度を利用して特許を登録することを考えるべきである。参考までに、PCT と GCC の両

特許制度における GCC 加盟国の位置づけについて示した相関図を上記に示した。 

 GCC 特許紛争を扱う司法構造は、主に二つの要素により構成される。 

a) GCC 特許委員会： GCC 特許規則にもとづいて設置された準司法的機関であり、手続き

的側面及び実体的側面（特許性など）をめぐる出願人と特許庁との紛争を審理する。

審査官の決定に対する審判請求は、GCC 特許委員会に行う。委員会は、侵害訴訟や異議

申し立てなど、第三者が関与する紛争は扱わない。 

b) 国内裁判所： 国内裁判所は、第三者が関与する紛争を審理する。従って、侵害訴訟及

び異議申立手続は、裁判管轄権を有する国の裁判所が審理する。管轄は、訴訟原因が

どこに由来するか、また、被告の住所に応じ、GCC 加盟国のいずれかの裁判所となる。 

 サウジアラビアの高等裁判所も、GCC 特許委員会の判決に対する上訴事件を審理する。サ

ウジの裁判所の場合、侵害事件において差止及び損害賠償を命ずる場合はあるものの、訴

訟費用の負担を命ずることはまれである。各当事者がそれぞれの訴訟費用を負担すること

が基本原則であり、これは、原則としてアラブ世界共通である。 

 

4. 不服審査委員会 

 GCC 特許規則にもとづき、GCC 特許庁に対する審判機関として機能する不服審査委員会が

設置された。不服審査委員会の審決は、GCC 加盟国の管轄権を有する裁判所に上訴すること

ができる。 

 不服審査委員会は、GCC 加盟諸国から選ばれた 12 名の委員により構成される。各 GCC 加

盟国は、不服審査委員会の２名の委員（法律家１名及び技術専門家１名）を指名する。不

服審査委員会の委員の中から、２名の法律家を３年の任期で委員会の委員長及び副委員長

に選任する。不服審査委員会の決定は、出席委員の３分の２をもって決する。 

 不服審査委員会に対する手続きは、本人又は当該 GCC 加盟国の適用法に従い、弁護士が

行うこともできる。 
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5. 特許要件 

 GCC 特許庁に提出された出願書類が形式要件を満たしていれば、願書に出願番号が割り当

てられ、出願日が確定する。 

 絶対的新規性が基本的要件である。いずれかの場所における書面又は口頭による、もし

くは任意の他の方法による特許出願の出願日前の発明の開示又はこれに関する優先日の主

張は、出願人又はその権原に関する前任者の意思及び知識に反し、他の者の恣意的な行為

により、又はその結果として開示が生じた場合を除き、特許の新規性を失わせる。 

 発明が、特許を受けるための資格を満たすためには、新規であり、進歩性を有し、これ

が産業上利用可能でなければならない。また、新製品、工業的方法又は製造方法に関する

ものであれ、これがイスラム法又は GCC 加盟国において通用する公の行動規範に反するも

のであってはならない。 

 発明は、先行技術により予期されない場合に新規であるとみなされる。先行技術は、任

意の場所における、特許出願の出願日又はこれについて有効に主張される優先日前の、書

面又は口頭の開示、方法の使用、又は発明概念を実現する他の任意の方法により公衆に開

示された一切の内容で構成される。従って、出願日又は優先日に先立つ１年間に、公衆へ

の発明の開示が、出願人又はその権原に関する前任者の意思及び知識に反し、他の者の不

正な行為により、又はその結果として生じても、新規性判断においてこれを考慮しない。

同様に、公衆への発明の開示が、出願に先立つ６カ月の期間内に公認の博覧会において生

じた場合には、これを考慮することはない。その場合の発明の保護は、実施条例により規

定される。 

 特許出願に関係する先行技術を考慮した結果、当業者にとって自明ではない場合に進歩

性があるとみなされる。 

 いずれかの種類の工業、農業、漁業又はサービス業において発明を生産又は使用できる

場合、これに産業上の利用性があるとみなされる。工業は、手工芸を含む、その最も広い

意味において解すべきである。 

 出願維持のための年金が納付されていれば、GCC 特許は、出願日から 20 年間有効である。

出願維持のための年金は、出願日の翌年から始まり、毎年の年始から３カ月以内に支払わ

なければならない。90 日以内であれば、期限経過後の納付も可能であり、それ以降は、追

加手数料が必要になる。失効した特許の回復に関する規定は存在しない。 

 特許権者は、交付日から 3 年以内に、特許の対象である発明を GCC 加盟国において「十

分に」実施しなければならない。特許が十分に実施されないまま、この３年の期間が経過

した場合には、一定の条件に従い、強制実施権を付与できる。 

 

6. 特許出願 

 特許出願は、アラビア語で行い、明細書、クレーム、図面及び要約の英訳を添付しなけ
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ればならない。願書を補うために、願書の提出日から３カ月以内に委任状、譲渡証、（該当

する場合には）会社設立証書及び任意の一つ以上の優先権文書の認証された写しを提出し

なければならない。 

 その後、願書の形式審査を行い、問題がなければ、実体審査を行うために、PCT 調査当局

のいずれか、通常はオーストリア（オーストラリアの場合もある）の当局に明細書を送る。

その段階で、審査手数料を支払う必要があり、審査手数料が納付されない限り、審査を行

うために明細書が送られない。出願人が出願時に既知の先行技術を引用することは要件と

されていない。 

 出願人には、審査官によって明らかにされた先行技術を回避するために自らの願書を補

正する機会が与えられる。その発明が新規かつ発明的であることにつき、審査官が確信し、

また、これ以外の点についても、法律にもとづいて出願を拒絶するいかなる理由も認めら

れなければ、GCC 特許庁が特許を付与する。 

 

7. 公告 

 GCC 特許出願が、GCC 特許庁における審査基準を満たす場合、所定の公告手数料及び特許

交付手数料を支払い、GCC 特許庁の公報に公告することができる。 

 GCC 構成諸国の安全保障に関係する特許は、公告を免除できる。 

 

8. 手続き 

 外国の出願人から取得した委任状は、署名され、認証を受け、署名者の国にあるいずれ

かの GCC 加盟国の大使館／領事館の認証を受けたものでなければならない。同様に、全発

明者から取得する譲渡証も、これが国外で署名されている場合には、認証を受け、法律上

正当であると認められたものでなければならない。優先権を主張するためには、その根拠

として、認証を受けた優先権出願書類の英訳を提出する必要がある。出願人が法人の場合、

特許庁では、前記の文書に加え、認証された会社設立証書を要求している。 

 政府の公的な特許出願手数料は、本稿の執筆時において、およそ 1,000 米ドルである。 

 出願人が GCC の非居住者である場合、特許庁において自らを代理し、委託した活動を行

う GCC 加盟国居住者の登録代理人を任命しなければならない。 

 

9. 特許権の性質 

 GCC 特許により、発明を利用する権利が所有者に与えられる。製品発明は、製造、使用、

輸入、販売又は販売のための展示により、利用したとみなされる。一定の製品の工業的方

法又は製造方法の場合、特許の所有者は、その方法を使用する権利に加え、当該方法によ

る直接の製品にも同一の権利を有する。 

 発明が製品の場合、特許の所有者には、他の者が事前に承認を得ることなく、製品を製

造、使用、輸入、販売、販売のための展示又はこれらの目的のために製品を輸入すること
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を妨げる権利がある。 

 発明が工業的方法の場合、特許の所有者には、他の者がその方法を使用するのを妨げる

権利がある。また、他の者が事前に承認を得ることなく、少なくともその方法を使用して

直接得られた製品を製造、使用、輸入、販売、販売のための展示又はこれらの目的のため

に製品を輸入することを妨げる権利もある。 

 

10. 譲渡及び実施許諾 

 GCC 特許の所有者は、規則の第 12 条第１項に規定された利用行為のすべて又は一部を行

うための実施権を他の者に設定することができる。このような実施権の設定は、書面で行

い、これに両当事者が署名し、GCC 加盟国の一国の当局による認証を受けなければならない。

実施権許諾契約は、これが特許庁に登録され、登録手数料及び実施権許諾契約登録料が納

付されるまで、執行できない。 

 契約にもとづく実施権の許諾は、最初の実施権許諾契約に別段の記載がない限り、特許

の所有者が、特許を自ら利用し、もしくは、同一の特許につき、別の実施権を許諾するこ

とを妨げない。 

 契約にもとづく実施権により、実施権者は、契約に規定されたあらゆる利用行為を行う

ことができる。しかしながら、実施権許諾契約に明記されていない限り、実施権者は、特

許の所有者により与えられた権利及び特権を譲渡することはできない。 

 

11. 強制実施許諾 

 特許の所有者が発明を一度も実施していないか、十分に実施せず、以下に該当する場合

には、理事会が強制実施権を許諾することができる。 

a) 特許が、その付与された日から３年以上を経過していること。 

b) 申請者が、公正な条件にもとづき、妥当な額の報酬と引き換えに、権利者から実施権

を取得するために合理的な期間にわたって努力したことを証明すること。 

c) 専用実施権ではないこと。 

d) 国内市場の需要を満たすために実施権を取得することが不可欠であること。 

e) 実施権を決定するにあたり、実施権を許諾する目的に従って範囲及び条件を定めるこ

と。 

f) 特許の所有者に、適正な額の報酬を支払うこと。 

g) 特許の利用者を実施権者のみに限定すること。実施権者の事業又は特許を利用するそ

の一部の所有権が変更され、理事会が譲渡を認めた場合を除き、実施権は、他の者に

譲渡できない。 

 半導体技術に関係する発明の場合には、公共的、一般的かつ非商業目的、又は、司法的

又は行政的決定により、反競争的であることが判明した慣行を是正する目的でのみ実施権

の許諾が認められる。 
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12. GCC 特許の先行技術調査及び出願審査 

 オーストラリア特許庁と GCC 特許庁とが 2002 年に交わした覚書（MOU）にもとづき、オ

ーストラリア特許庁は、GCC 特許庁の要請に応じ、GCC 特許庁に行われた特許出願につき、

次の種類の報告書を作成することを約束した。 

a) 「書誌」調査報告書 

b) 「新規性」調査報告書 

c) 審査報告書 

d) 「実体審査評価」報告書 

 書誌調査とは、先行する調査結果を探すための調査をいう。新規性調査は、PCT 国際調査

の新規性にかかわる部分に相当し、また、審査は PCT 国際予備審査に相当する。評価は、

上席審査官による監督に類似し、GCC 特許庁が行った審査について行われる。 

 

13. 特許付与と手数料 

 GCC 特許の交付及び更新のための公的手数料の完全な表を付属資料 3.2 に掲載した。 
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第 3 章 統合 GCC 商標法（規則）（統一 GCC 商標法） (仮訳) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 2006 年にリヤドで開かれた GCC 加盟国の第 27 回首脳会議の間に、GCC 全加盟国が採択す

べき必須法令として統一 GCC 商標法が承認された。GCC 加盟諸国は、GCC 加盟諸国の共通経

済圏を成立させるうえで、加盟各国の慣行が異なっていることが望ましくないことを認識

していた。従って、これは GCC 地域の商標に関係する法律分野を調和させる試みである。 

 統一 GCC 商標法は、地域ハーモナイゼーション法でしかなく、（欧州連合のように）商標

出願を統一又は集中させるものではない。また、主に、共通の地域法により各国の国内商

標法を置き換えることを狙いとするものである。それぞれの GCC 加盟国が、引き続き登録

簿を独立して保持、管理するであろうから、GCC において商標を登録したいと考える出願人

が法律にもとづいた商標保護を確保するためには、従来通り、GCC 加盟国ごとに、商標出願

を個別に行わなければならない。 

 また、統一 GCC 商標法は、これをすべての GCC 加盟国が批准しなければ成立しないため、

GCC 構成諸国においてまだ効力を生じていない。これまでのところ、カタール、サウジアラ

ビア及び UAE のみ、同法を批准しており、一方で、オマーンとバーレーンは、GCC 首脳会議

に疑問を提起している。UAE において、統一商標法を国内法に編入した法律は、（付属資料

3.3 として添付した）統一 GCC 商標法（規則）に関する 2007 年 UAE 連邦令第 52 号である。 

 

1. 統一法の概略 

 統一 GCC 商標法は、50 の条文で構成され、これが六つの部に分かれている。同法は、周

知商標、地理的表示、優先権、使用許諾及び商標権の移転、商標の不使用による登録取消、

団体商標、商標侵害など、商標法特有の様々なテーマを扱っている。 

 統一 GCC 商標法は、GCC 構成諸国において、ブランド保護に関する一貫性のあるアプロー

チを確立することに貢献することが期待される。同法は、単一の登録制度を定めていない

ものの、地域規模における商標の管理に大きく役立つ。 

 統一 GCC 商標法は、形状が商標として登録可能であると明記することで、商標の定義を

従来の範囲よりも広げている。さらに、同法では、匂い及び音（それ自体）も、商標とし

ての役割を果たし得ることを示唆している。これにより、GCC の商標法制度をめぐる現在の

一般的状況が改善されることは間違いない。例えば、現在有効な UAE 商標法は、色彩、包

装、音など、従来にはない商標に言及するものの、これを別の形態の商標と結びついた場

合に限っている。UAE 及び GCC の他の加盟国において、実務上は、形状の商標が登録された

例があるにもかかわらず、UAE 商標法が、これを明記していないことが問題であった。 

 

2. 団体商標、証明商標、公益事業体又は専門職能団体の商標 
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 統一 GCC 商標法では、（ギルドマークに比較的近い）団体商標につき、その重要な要素が

同一であること、商標の重要ではない要素相互の違いが商標に悪影響を及ぼさないこと、

そして商標の指定製品又はサービスが同一分類に属することを条件として、一つの出願で

団体商標を登録することを認めている。 

 団体商標は、法人格を有する団体名義で登録することができ、その場合、当該団体の構

成員は、当該団体商標を使用する権利を有する。 

 また、統一 GCC 商標法では、任意の製品又はサービスの出所、成分、製法、品質、同一

性又はその他の特性の管理又はその検査を行う法人が、当該管理又は検査の事実を示す商

標（証明商標に比較的近い）を登録できると規定している。 

 同様に、統一 GCC 商標法は、公益事業体又は専門職能団体が、自らの通信を識別するた

め、もしくは構成員の記章として使用するために、商標を非営利目的で登録できると規定

している。 

 

3. 登録を受けられない商標 

 統一 GCC 商標法が発効した場合、次の商標が登録を受けられない。 

a) 記述的商標 - 製品の実施又は見慣れた図面又は普通の写真などによる製品及びサー

ビスに関する情報で構成される商標 

b) 公序良俗に反する商標 

c) 公のスローガン、旗、軍隊の及び名誉記章、国内及び外国のメダル、硬貨、紙幣、及

び王国又は任意の他の国又はアラブ諸国の機関又は国際機関又はその下部機構のその

他の記号又は以上の模倣 

d) 赤新月社又は赤十字社の記号及び他の類似する一切の記号及びこれを模倣する一切の

商標 

e) 宗教的な記号と同一又はこれに類似する商標 

f) 地理的な名称及びデータの使用が製品又は役務の出所又は原産地をめぐる混同を引き

起こす場合の当該名称及びデータ 

g) 本人の承諾を得ない第三者の名前、あだ名、写真又はロゴ 

h) 無効な名誉学位又は科学的学位の記載 

i) 誤解させる、虚偽の、模倣され、もしくは偽造された商号を含む商標 

j) 取引の相手とすることが法律により禁じられている自然人又は法人の保有する商標 

k) 既に第三者の名において出願又は登録されている商標と同一又は類似の商標であって、

同一の製品又はサービスを指定するもの、または、類似する製品又はサービスを指定

し、登録を出願した商標の使用により、当該商標が、登録商標の所有者の製品又はサ

ービスに関連するという印象を与え、もしくは、当該所有者の利益を損なうもの 

l) 何らかの製品又は役務を指定して登録された場合に、先の商標により識別される製品

又はサービスの価値を減少させるおそれのある商標 
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m) 既知の商標又は既に登録されている商標の翻訳でしかなく、登録された場合に類似の

商標又は製品により識別される製品又はサービスとの関連において消費者の混同を引

き起こすおそれのある商標 

n) フランチャイズ又は「フランチャイズ加盟店」、登録済又は「登録中」、「著作権」など

の用語や表現、その他の任意の類似の用語や表現を含む商標 

 

4. 周知商標 

 また、統一 GCC 商標法は、周知商標の保護も扱っている。周知商標は、原産国の国境を

越える強固な評判を享有する商標である。この部分には、現在有効な UAE 商標法が反映さ

れていると思われる。商標が周知商標であることを証明するためには、当該周知商標が、

次のいずれかに該当し、しかも、その GCC 加盟国において登録されている必要がある点に

留意すべきである。 

a) その商標を使用することで、これにより識別する必要のある製品及びサービスと、周

知商標の所有者の製品又はサービスとの関連性を示すおそれがある場合 

b) 当該商標の使用により、周知商標の所有者の利益が損なわれるおそれがある場合 

 

5. 登録商標の登録取消 

 統一 GCC 商標法の下では、別の請求人／権利の被侵害者による先行する使用が立証され

た場合、又は、登録人が当該商標を５年間継続して使用しなかったことが立証された場合

に、登録商標を取り消すことができる。 

 統一 GCC 商標法では、一出願につき、一つの区類を指定する一つの商標の登録しか認め

られていない。GCC 商標登録は、10 年ごとに更新できる。  

 

6. 審査、公告及び異議申立 

 統一 GCC 商標法には、施行規則が存在しないものの、該当する GCC 加盟国の権限を有す

る当局が、出願を受理した日から 90 日以内に GCC 商標出願を審査し、その商標を公告した

後に 60 日間の異議申立期間を設けていることは明白である。異議申立手続は、統一 GCC 商

標法により設置される委員会に対して行い、当該委員会の決定に対し、その通知から 30 日

以内に訴の提起ができるものと思われる。 

 出願が行われた後、これが (i) 保護可能な商標であり、(ii) 先に登録されている商標

と過度に類似しないことを確認するために出願を審査する点に留意する必要がある。この

審査基準を満たせば、出願を国内の新聞に公告し、第三者による異議申立が可能になる。

統一 GCC 商標法は、異議申立期間を 60 日に設定しているため、公告された商標が、自分の

所有する登録商標を模倣していないか又はこれに類似していないかを権利者が検討し、こ

れに対処する時間的余裕ができた。 
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7. 権利侵害に対する強化された罰則 

 統一 GCC 商標法は、その下で保護される商標を侵害した当事者に対し、これまでよりも

厳格な罰則を設けている。特に、商標の模倣又は偽造、あるいは偽造又は模倣商標の悪意

による使用に対する罰則は、５年以下の禁固刑及び／又は 100 万サウジ・リヤル（およそ

26 万 6,110 米ドル）の罰金に処される。 

 同様に、模倣又は偽造された商標の添付された製品を販売又は頒布するなどの二次的行

為も、３年以下の禁固刑及び／又は 10 万サウジ・リヤル（およそ 2万 6,611 米ドル）の罰

金に処される。 

 これらの強化された罰則は、例えば、一定の行為につき、5,000 ディルハム（およそ 1,370

米ドル）以上、１万ディルハム（およそ 2,740 米ドル）以下の罰金しか定めていない UAE

の現行商標法よりもかなり厳格である。さらに、UAE の現行商標法では、禁固刑について規

定するものの、侵害者に科すべき禁固刑の妥当な期間に関する指針を示していない。 

 さらに、統一 GCC 商標法は、侵害商品及びこれに関連して使用された設備の差押、押収

及び破棄についても規定する。また、同法では、侵害事件における判決の公告、侵害に使

用された商業施設の（15 日から６カ月間の）閉鎖も規定する。 

 統一 GCC 商標法は、同法の下で保護される商標の侵害が立証された場合、侵害の結果と

して被った損害を侵害者から回復する権利を規定する。また、統一 GCC 商標法では、逆方

向のチェック機能として、根拠がないか、悪意による侵害の主張に対する保障措置も規定

する。 

 

8. 登録、公告及び更新手数料 

 統一 GCC 商標法がまだ発効していないため、GCC のいずれの加盟国にも同法の施行規則が

存在しない。このため、手数料の体系は公表されていない。 
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付属資料 3.1 (湾岸協力会議) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

湾岸アラブ諸国協力会議の特許規則（GCC 特許規則） (仮訳) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

1999 年 11 月 27 日から 29 日までサウジアラビアのリヤドで開催された第 20 回首脳会議に

おける決定 

協力会議の特許規則の改正についての閣僚会議による提案を検討し、1992 年 12 月 21 日か

ら 23 日までアブダビで開催された第 13 回首脳会議において承認された GCC 特許規則第 32

条の規定に基づき、 

本規則の改正に関する 1999 年 9 月 8 日の産業協力委員会の第 18 回会議における同委員会

による提案、及び、1999 年 9 月 14 日から 15 日まで開催された科学技術協力委員会の第 9

回会議における同委員会による提案、並びに、GCC 特許規則の改正案についての 1999 年 10

月 15 日から 16 日まで開催された第 51 回財務経済協力委員会会議における同委員会による

提案を検討し、決定する。 

GCC 特許規則の改正を次の通り承認する。 

憲章第４条に定める湾岸アラブ諸国協力会議の目的を履行するため、 

統合経済協定第４章において言及されている加盟国間の共同での科学技術協力、特に、研

究、応用科学及び技術の奨励及び支援に基づく固有の基礎の獲得することを支援し、技術

を移転し、移転された技術を適合するという目的を達成し、現地の技術が地域の必要性及

び進歩と発展という目的を満たすようにするために、首脳会議は、1999 年 11 月に開催され

たその第 20 回会議において 1992 年 12 月に開催された第 13 回首脳会議において承認され

た GCC 特許規則を検討し、同規則の改正を次の通り承認する。 

 

第１条 

 規則の規定の実施に際し、それぞれの表現は、文脈上別段の必要がある場合を除き、以

下の意味を有する。 

1.1 協力会議：アラブ首長国連邦、バーレーン、サウジアラビア王国、オマーン国、カタ

ール国及びクエート国から構成される湾岸アラブ諸国協力会議 

1.2 閣僚評議会：協力会議の閣僚評議会 

1.3 委員会：閣僚評議会によって、本規則及びその細則に定める権限を行使するたに任命

された不服審査委員会 

1.4 理事会：特許庁設置法に定める特許庁の理事会 

1.5 官庁：湾岸アラブ諸国協力会議の特許庁で、理事会及び特許庁職員から構成される。 

1.6 本規則：協力会議諸国特許規則 
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1.7 特許：発明の所有者に官庁から付与される文書であり、それにより、発明は、本規則

及びその細則の規定に従って協力会議諸国内で法的保護を享有する。 

 

第２条 

2.1 本規則及びその細則の規定に従って特許が認められるためには、発明は新規性及び進

歩性を有し、産業上利用可能なものであることを要する。また、発明は、新しい製品、

工業的方法、又は、製造方法のいずれに関するものであるかを問わず、イスラム法、

又は、協力会議諸国において遵守されている公の行動規範に抵触するものであっては

ならない。 

2.2 発明は、先行技術により予期されるものは新規性があると認められない。先行技術は、

特許出願日、又は、それに関し有効に主張されている優先日より前に書面で表現され

たもの、口頭で開示されたもの、方法の使用によるもの、又は、発明の観念を実現す

るその他の方法によっていずれかの場所において、公衆に開示された一切のものから

構成される。本項の適用上、発明の公衆への開示は、出願人又はその前任者に対する

濫用行為により、又は、その結果として行われた場合、出願日又は優先日のいずれか

に先立つ１年間に行われたものは、考慮されない。発明の公衆への開示は、出願日の

前６ヶ月以内に公認の博覧会で行われたものである場合、考慮されない。これに関し、

施行細則において対象となる発明の保護に関する規定を定める。 

2.3 発明は、特許出願に関する先行技術について、その発明の属する技術の分野における

通常の知識を有する者にとって、自明ではない場合、進歩性を有するものとみなされ

る。 

2.4 発明は、何らかの種類の工業、農業、漁業又はサービスにおいて生産されるか使用さ

れる可能性がある場合、産業上利用できるものとする。工業は、手工芸を含む最広義

の意味で理解すべきである。 

2.5 協力会議諸国のいずれかの安全保障に関連する発明についての出願がなされた場合、

施行細則に定められている手続を適用する。 

2.6 ある発明について複数の出願がある場合、特許は、優先日を有する最初の願書の所有

者に与えられる。 

2.7.1 発明が、複数の者の共同での努力の結果である場合、特許の所有権は平等に付与さ

れる。ただし、関係者間で別段の合意がある場合はこの限りではない。その努力が

アイデアを実施することに限定されている者は、発明の参加者とはみなされない。 

2.7.2 特許についての権利は、発明が、発明能力の行使に関する契約又は発明能力の行使

についての約束の実行の結果である場合、雇用者に譲渡される。また、発明者が、

その雇用を通じて利用の提供を受けた施設、手段又は情報を使わなかった場合かか

る発明を達成できなかったことを雇用者が立証する場合、かかる権利は雇用者に譲

渡される。これは、友好的に合意されたか、契約又は義務の状況に照らして委員会
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によって査定される特別の報酬を受け取る従業員の権利、及び、発明の経済的重要

性を害するものではない。従業員からかかる権利を奪う契約は無効とする。また、

上記の規定は、政府機関の職員にも適用される。就労の終了後２年以内に従業員で

ある発明者によって行われた特許出願は、同人の雇用中に出願されたものとみなさ

れる。 

 

第３条 

3.1  本規則の適用上、次のものは発明とはみなされない。 

3.1.1 発見、科学理論、数学的方法及びコンピュータプログラム 

3.1.2 計画、規則、事業の実施方法、純粋に精神的活動の遂行又は、遊技 

3.1.3 植物品種、動物品種、又は、植物若しくは動物を生産するために用いられる生物学

的方法。ただし、微生物学的方法及びそれによる製品は除く。 

3.1.4 人又は動物の身体の外科治療又は診断の方法、及び、人又は動物の身体について用

いられる診断方法。ただし、これらの方法において用いられる製品を除く。 

3.2  本法は、植物品種又は動物品種を保護するものではない。 

 

第４条 

 文化省は、人又は動物の保護、植物の生命及び健康を含む公の秩序を維持するため、並

びに、環境への重大な損害を避けるために必要なときはいつでも、発明の特許性を排除す

ることができる。 

 

第５条 

5.1.1 特許出願は、発明者、その登録代理人又は権利承継人が官庁に提出する。出願は、

特許付与を要請するものであり、所定の料金を添付して行う。 

5.1.2 願書には、出願人、発明者、及び、登録代理人（ある場合）の名称、並びに、出願

人が発明者以外の場合、出願人の発明についての権利を正当化する陳述を記載する。 

5.1.3 特許出願は、一件の発明のみについてものか、又は、単一の一般的な発明的概念を

構成するように関連するものについてのものとする。 

5.2.1 出願には、発明の題名、説明、一又は複数のクレーム、一又は複数の図面（ある場

合）及び要約を含める。 

5.2.2 説明は、その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が発明を実施

することができるように十分明瞭かつ完全な方法で発明を開示する。 

5.2.3 クレームは、必要な保護の範囲を確定する。説明及び図面は、クレームを解釈する

ために用いることができる。 

5.2.4 クレームは、明瞭かつ簡潔なものとし、説明により十分に裏付けらられたものとす

ることを要する。 
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5.2.5 要約は、単に技術的情報の提供を目的としたものとする。特に、要約は、出願を解

釈する上で考慮してはならない。 

5.3  出願人は、官庁に対し、求められる追加的な情報及び出願に関連するデータを提供

する。 

5.4  出願人は、適切と思われる補正をその出願に施すことができる。ただし、かかる補

正は、原出願の内容を実質的に変えないことを条件とする。 

 

第６条 

 出願人が、GCC 居住者ではない場合、当該出願人は、当該出願人を代理するために GCC 居

住者である登録代理人を任命し、当該代理人は、特許庁に対し特許権者から依頼された活

動を遂行する。 

 

第７条 

7.1 願書においては、いずれかの国又は地域の特許庁に提出された以前の出願の優先権を

考慮するよう希望を表明することができる。この場合、施行細則に定めるところに従

って、願書においては、以前の出願の日付及び登録番号、並びに、出願国を記載する。

出願人はその証拠を提出する。提出しない場合、その優先権は、無効となる。 

7.2 優先権の期間は、グレゴリオ暦で 12 ヶ月とする。 

 

第８条 

 出願人は、いつでもその出願を取り下げることができる。ただし、当該出願について最

終決定が下された場合はこの限りではない。出願の取り下げは、提出した文書の返還を求

める権利、出願によって負担した料金又は費用の払い戻しを受ける権利を与えるものでは

ない。 

 

第９条 

 願書が本規則及び本細則に定める条件を満たしている場合、官庁は、出願日を登録し、

様式審査を行う。実体審査は、実体審査料が支払われてから、官庁により実施されるか、

又は、認定済みの審査機関の一つによって実施される。 

 

第 10 条 

 様式審査によって、法令に定める条件の一部が満たされていないことが判明した場合、

官庁は、出願人に対し、通知を受けた日から３ヶ月以内に出願要件を完全に満たすよう要

請することができる。出願人が指定された期間内にこれを行わない場合、その出願は無効

となる。 
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第 11 条 

 実体審査によって、出願が本規則及び本細則に定める条件を満たしていることが判明し

た場合、官庁は、特許付与の決定を行い、これを、登録簿に記載し、公告する。不服審査

委員会に対し、異議申立書が提出されない場合、公告の日から３ヶ月後に、発明の所有者

に対し特許証が交付される。 

 実体審査において出願が特許の要件を満たしていないことが判明した場合、官庁は、理

由を付して出願を拒絶する決定を行い、決定書の写しを出願人に通知する。その後決定は

公告される。 

 

第 12 条 

12.1 特許は、その所有者に、発明を利用する権利を付与する。製品に関する発明は、製

造、使用、輸入、販売及び販売のための展示により利用されるものとみなされる。

製品の工業的方法又は製造方法に関しては、特許権者は、当該これらの方法を使用

する権利に加えて、これらの方法により直接得られる製品についても同じ権利を有

する。 

12.2 特許の目的物が製品である場合、特許権者は、特許権者の事前の承諾なしに、他の

者が製品を製造、使用、販売、販売のための展示、又は、それらを目的として輸入

することを妨げる権利を有する。ただし、特許の目的物が工業的方法である場合、

特許権者は、他の者による当該方法の実際の使用を妨げる権利を有する。また、特

許権者は、特許権者の事前の承諾なしに、他の者が、少なくとも当該方法を使用し

て直接取得した製品を使用、販売のための展示、販売、又はかかる目的のために輸

入することを妨げる権利を有する。 

12.3 特許付与にかかわらず、同一の製品又は方法に関する他の者による出願日より前、

又は、出願の優先日より前に誠実に、製造し、製品の工業的製造方法を実施し、又

は、それらの準備を行う事業体は、かかる行為を継続する権利を有する。当該権利

の譲渡又は移転は、当該事業体の他の要素とともに行われる場合にのみ認められる。 

 

第 13 条 

 特許権者は、特許付与の日から３年以内に加盟国において、特許が付与された発明の十

分な実施を行うことを要する。十分な実施が行われることなく所定の期間が経過した場合、

第 19 条の規定を適用する。 

 

第 14 条 

 特許に基づく権利は、次のものには及ばない。 

14.1 特に実験目的で行われる行為 

14.2 会議諸国の領域に、一時的又は偶発的に入った輸送手段上での特許品の使用。かか
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る特許品が、当該輸送手段の本体、機器、装置、機械、その他の付属品において用

いられた否かを問わない。ただし、かかる特許品の実施がその必要とされる場合に

限定されたものであることを条件とする。 

 

第 15 条 

 特許の有効期間は、出願日から 20 年とする。 

 

第 16 条 

 特許は、出願日の年の翌年以降毎年始めに前払いで年間料金を支払うものとする。特許

権者が年初から３ヶ月以内にかかる料金を支払わなかった場合、当該特許権者は、当該３

ヶ月が経過した直後の３ヶ月以内に支払うことができる。この場合、追加的料金が発生す

る。ただし、年間料金は、特許の有効期間の全体又は一部について前払いすることができ

る。特許権者が、上記の法定期間（支払日から６ヶ月）内に年間料金を支払わない場合、

特許は無効となる。本条の適用上、特許に関するものと同じ規定が、出願に適用される。

官庁が出願の本案についての決定を行わずに３年が経過した場合、官庁が、特許を付与す

る決定を行うまで、出願人は料金の支払いを控えることができる。特許付与の決定が行わ

れた場合、未払い分の料金の全額を支払う。 

 

第 17 条 

17.1 本規則に定める保護を享有する特許権者は、他の者に対し、本規則第 12 条第１項に

定める利用行為の全て又は一部の実施権を許諾することができる。かかる実施許諾

は、書面によるものとし、両当事者が署名し、協力会議諸国のいずれかの国の公的

機関によって認証されることを要する。実施許諾契約は、官庁の登録簿に登録され、

登録申請料及び実施許諾契約登録料が支払われるまで効力を持たない。17.2 契約

による実施権の許諾によっても、特許権者は、自分自身で特許を利用すること、又

は、同一の特許に基づき別の実施権を許諾することが妨げられるものではない。た

だし、最初の実施権許諾契約に別段の定めがある場合はこの限りではない。17.3 契

約にようるライセンスによりライセンシーは、契約に定める全ての利用行為を行う

権利が与えられる。ただし、ライセンシーは、ライセンス契約に明示的に規定され

ていない限り、特許権者からライセンスを受けた権利及び特権を譲渡してはならな

い。 

 

第 18 条 

 特許の利用又は処分を行うことについての実施権許諾契約は、官庁による管理の対象と

する。官庁は、契約当事者に対し特許権の濫用、契約が会議諸国の競争に及ぼす悪影響、

又は、技術の専有及び拡大を排除するために契約を修正するよう要請することができる。
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当事者が対応しない場合、官庁は、契約の承認を却下し、登録を拒否する権利を有する。 

 

第 19 条 

19.1  特許権者が特許が付与された発明を利用したことがないか、第 13 条の通り十分な

利用を行わなかった場合、理事会は、次を遵守した上で、強制実施権を許諾するこ

とができる。 

19.1.1 特許付与から３年以上経過していること。 

19.1.2 申請者が、合理的な期間にわたり、特許権者から、適切な報酬及び公正な条件の

下で、実施権を取得するための努力を行ったことを証明すること。 

19.1.3 実施権が専用のものではないこと。 

19.1.4 実施権が基本的に国内市場の需要を満たすために許諾されるものであること。 

19.1.5 実施許諾の決定において、許諾の目的に従って、実施権の範囲及び条件が定めら

れること。 

19.1.6 特許権者が適正な報酬の支払いを受けること。 

19.1.7 特許の利用が実施権者に限定されること。実施権を他の者に譲渡することはでき

ない。ただし、特許を利用する実施権者の事業体又は部門の所有権の変更の場合

はこの限りではないが、この場合、理事会がかかる譲渡を承認することを条件と

する。 

19.2  発明が「半導体」技術に関するものである場合、実施権の許諾は公共的で一般的か

つ非商業的目的、又は、司法若しくは行政上の決定により反競争的であると証明さ

れた慣行を修正ことを目的として認められるものとする。 

 

第 20 条 

20.1 強制実施権を許諾する決定は、他の強制実施権の許諾を妨げるものではなく、また、

特許権者が同一の発明を利用するか又は他の者が利用するための実施権を付与する

ことを妨げるものではない。 

20.2 強制実施権許諾の要請が、一又複数の会議諸国における緊急事態を理由とする場合、

公衆の切実な需要を理由とする場合、又は、非商業的実施のためのものである場合、

理事会は、本法の条項（19.1.1 及び 19.1.2）を無視することができる。 

20.3 会議加盟国の政府機関が、公共の利益に基づきある発明を利用する強制実施権を要

請する場合、理事会は、第 20 条第 1項、第 20 条第 2項を遵守の上、第 19 条の条件

に則り、実施権の許諾を承認することができる。 

 

第 21 条 

 重大な技術的進歩及び相当な経済的重要性のある発明の利用が他の発明の実施を必要と

する場合、理事会は、当該他の発明を利用するための強制実施権を一方又は双方の当事者
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に許諾することができる。ただし、両当事者が利用について有効的に相互に合意する場合

はこの限りではない。かかる場合には、第 19 条及び第 20 条の規定を遵守するものとする。 

 

第 22 条 

 強制実施権の許諾は、次の場合には撤回される。 

22.1 実施権の被許諾者が、実施権許諾の日から２年以内に協力会議諸国において十分に

実施権を実施しなかった場合、その遅滞が正当な理由によるものであることが判明

しない場合のさらに二年間の更新。 

22.2 強制実施権の被許諾者が、支払い期日から３ヶ月以内に、支払うことを要する金額

及び本細則に定める料金を支払わない場合 

22.3 強制実施権の被許諾者が、実施権許諾の決定において定められている他の条件を満

たさない場合 

22.4 実施権許諾の理由となった事情が終了し、再発しそうにない場合。ただし、実施権

者の正当な権利は守られるものとする。 

 

第 23 条 

23.1 特許の所有権及びそれに由来する全ての権利は、相続により移転可能である。また、

特許の所有権は、補償の有無を問わず、全部又は一部を譲渡することができる。 

 

23.2 特許の所有権に関心があるいずれの者も、官庁に対し、特許の所有権又は出願の詳

細について、必要な証拠方法を付して、修正の請求を提出することができる。かか

る修正が登録及び公告されるまで、特許の所有権の移転は発効せず、また、変更を

第三者に対抗できない。 

 

第 24 条 

 官庁が発出するあらゆる決定は、決定の交付を受けた者に知られた日、又は、公告の日

から３ヶ月以内に上訴することができる。施行細則は、委員会における手続、並びに、上

訴及びその更新に係る料金を規定する。 

 

第 25 条 

 委員会の決定は、委員会手続を受け入れる国において遵守されている規則に従って、権

限を有する当局対し上訴することができる。かかる上訴の解決は、本規則の規定、及び、

当該国の法律の要件をそれぞれ遵守して行われるか、これが該当しない場合、一般的規則

に従って解決する。 

 

第 26 条 
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 各加盟国の権限を有する当局は、特許の侵害又は差し迫った侵害のおそれに関する全て

の紛争を審査する。かかる当局は、本規則の規定、及び、国内の特許に関する当該国の規

則（ある場合）、これがない場合には、一般的な規則に従って、当該紛争を解決する。 

 

第 27 条 

27.1 官庁は、本規則及びその施行細則の規定を遵守して、特許及びその詳細を登録する

登録簿を設ける。 

27.2 官庁は、本規則及びその施行細則に定める全ての公告を行うために、公報を発行す

る。 

 

第 28 条 

 閣僚評議会は、次に従って不服審査委員会を設立する決定を行う。 

28.1 委員会は、加盟国の国民の中から、公的資格ではなく個人的資質に基づいて選択さ

れる 12 名の委員から構成する。 

28.2 各加盟国は、委員会に 2 名の委員を指名する。そのうち一人は法律家とし、もう一

人は、技術的専門家とする。 

28.3 他の委員は、二名の法律家を、３年の任期を有する委員長及び副委員長に選出する。 

28.4 委員会は、出席者の３分の２の多数で決定を行う。 

28.5 委員会の会合は、各国から最低一人の委員が出席したときに開催される。 

28.6 委員会の会合は、いずれかの国の双方の委員の出席が不可能な場合には２週間延期

される。次の会合においても出席できない場合、会合は有効なものとする。 

28.7 委員会の委員は、いかなる当局の指示からも独立して中立的にその職務を遂行する。 

 

第 29 条 

 委員会の委員、理事会の理事、及び、特許庁の職員は、その雇用期間中又はその職務の

終了後２年間、自己のために出願を行ってはならない。これらのものが所持している情報

は、極秘とみなされる。 

 

第 30 条 

 官庁は、次の場合には受益者から料金を徴収する。 

1. 特許出願 

2. 特許の付与及び公告の料金 

3. 年間料金 

4. 特許出願の補正又は追加 

5. 年間特許料の支払い遅延による追加的料金 

6. 出願についての権利の移転、又は、特許所有権の変更 
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7. 願書、登録簿又は特許の謄本の取得 

8. 強制実施権許諾の申請 

9. 強制実施権の許諾 

10. 実施権付与契約の登録申請 

11. 実施権付与ス契約の登録 

12. 委員会に対する上訴の登録 

13. 委員会に対する上訴の更新 

14. 微生物の標本の申請 

15. 博覧会中の一時的保護証の申請 

16. 官庁の文書の検索 

17. 実体審査 

 

これらの料金は、施行細則において定める。 

 

第 31 条 

 適用除外期間中、官庁により特許が付与された製品の保護は、世界貿易機関協定に付属

する知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS)第 65 条第４項に従って適用除外さ

れている加盟国においては無効である。 

 

第 32 条 

 閣僚評議会は、本規則の施行細則を発出する。 

 

第 33 条 

 本規則の解釈及び修正案に関する権限は、科学技術協力委員会及び産業協力委員会との

調整に基づき、金融経済協力委員会が有するものとする。 

 

第 34 条 

 本規則は、本規則の公布及び施行細則の公布から３ヶ月後に効力を生じる。 
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付属資料 3.2 (湾岸協力会議) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

GCC 特許規則施行細則 (仮訳) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 協力会議諸国の特許規則の改正を承認した 1999 年 11 月に開催された第 20 回湾岸アラブ

諸国協力会議首脳会の決定を履行するため、また、「閣僚評議会は、本規則の施行細則を発

出する。」と定めた本規則第 32 条、及び、「本規則は、本規則の公布及び施行細則の公布か

ら３ヶ月後に効力を発生する。」と定めた本規則第 34 条に従って、閣僚評議会は、1421 年

ムハラム月３日から 5日（2000 年 4 月 8 日から 9日）に開催されたその第 74 回会議におい

て、次の通り施行細則の改正を承認した。 

 

第１条 

定義 

 本細則の規定を実施するに際し、次の用語は、文脈上別段の必要がある場合を除き、以

下の意味を有する。 

1.1 協力会議： アラブ首長国連邦、バーレーン、サウジアラビア王国、オマーン国、カ

タール国及びクエート国から構成されている湾岸アラブ諸国協力会議 

1.2 閣僚評議会: 協力会議の閣僚評議会 

1.3 委員会: 閣僚評議会によって、本規則及びその施行細則に定める権限を行使するたに

任命された不服審査委員会 

1.4 理事会: 特許庁設置法に定める特許庁の理事会 

1.5 官庁: 協力会議の特許庁で、理事会及び職員からなる。 

1.6 本規則: 協力会議諸国特許規則 

1.7 特許: 発明の所有者に官庁から付与される文書であり、それによって、発明は、本規

則及びその細則の規定に従って協力会議諸国内で法的保護を享有する。 

 

第２条 

 願書は、その目的のために作成された様式で特許庁に提出する。 

 

第３条 

第 1： 願書には次を含めるものとする。 

 

3.1 発明の詳細な説明。最初に発明の題名を記載し、次に従う。 
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3.1.1 発明が属する技術分野についての詳細 

3.1.2 出願人に知られており、発明の理解、調査及び審査に有益とみなされる背景的技術

（先行技術） 

3.1.3 発明の明確かつ包括的な理解を可能にし、発明の属する技術の分野における通常の

知識を有する者が、発明を評価し、発明を実施することができるような用語による

発明の開示発明に利点がある場合、それも記載する。 

3.1.4 図面がある場合、図面に使われている図の簡単な説明 

3.1.5 発明を実施するために発明者が到達した最善の方法の説明。この説明は、適切な場

合には、例示によって、また、図面がある場合これを参考に行う。 

3.1.6 発明の産業上の利用、生産方法、及び、用途、又は、用途のみ、並びに、例証及び

可能な場合には統計を使った達成した成果に関する明確な記載 

3.2  クレーム。起案に際しては、次に従う。 

3.2.1 クレームの詳細。クレームが一つか複数か。 

必要な場合には、説明及び図面を用いて説明することができる。 

3.2.2 クレームは、明確かつ簡潔なものとし、また、説明において言及されている事項と

整合的なものとする。 

3.2.3 クレームの数が発明の性質との関係で適切であり、また、連続番号を付すこと。 

3.2.4 クレームは、発明の技術的特性を明確にしたものであること。 

3.2.5 クレームには次のものを含める。 

3.2.5.1 先行技術の一部であり、発明を確定するために必要な技術的特性 

3.2.5.2 新たな技術的特性であって、その保護が、前規定に示す特性に関連して必要なも

の。....（によって区別される）...（で異なる）、...（が改善を構成する）又はこ

れを意味するあらゆる表現を付す。 

3.2.6 発明の技術的特性について、クレームは、絶対必要な場合を除き、説明又は図面に

言及してはならない。特に、（説明の...の部分に記載した通り）又は（図面の図...

に示した通り）等の引用に基づいてはならない。 

3.2.7 願書中に図面がある場合、クレームに記載する技術的特性は、関連する引用を付す

ものとする。かかる引用は、括弧に入れて記載するものとするが、クレームの迅速

な理解を容易にしない場合、用いるべきではない。 

3.3  発明に関する図面。発明の性質上図面による明確化を行うことが認められる場合は、

発明を理解するために必要な時に提出することを要する。発明を理解するためには

図面が必要でない場合であっても同様とする。 

3.4  発明の要約。これは 50 語以上 200 語以下とし、かかる要約は、技術的参考情報とし

て実施されることのみを目的としたものであり、次を含めるものとする。 

3.4.1 説明、クレーム及び図面の開示内容の要約であって、発明が属する技術分野を示す

もの。これは、技術的問題、発明による解決の本質、及び、発明の主たる用途につ
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いて明確な理解を可能にするように記載する。 

3.4.2 該当する場合、願書中の全ての化学式と比較して、発明を最も特徴付ける化学式を

記載する。要約には、出願人が提供する最善の説明用の図面を添付する。 

3.4.3 要約において言及され、図面により明確化された主たる技術的特性のそれぞれを明

確化するために用いられる数字及び文字。かかる数字及び文字は、括弧内に入れ表 

記し、また、図面と同一のものとする。 

3.4.4 要約においては、発明者が意図した発明の理論的応用の利点又は価値には言及して

はならない。 

 

第２： 願書には次を添付する。 

3.1 出願人が法人の場合、商業登記簿の抄本、又は、基本定款の正式な抄本 

3.2 出願人が発明者と異なる場合、発明に対する出願人の権利の証明 

3.3 発明の本質的な要素が第三者の発明から得られた場合、当該第三者の承諾 

3.4 願書が代理人により提出される場合、代理人を任命する文書 

3.5 願書において他国に提出された以前の願書の優先権を主張する場合、以前の願書の写

しとそれに添付されていた文書、並びに、その出願日と出願番号及び当該願書が提出

された国を示す証明書。 

 

（第２中で 3.5 を除く）上記の文書は、然るべく認証されることを要する。 

 

 文書は英語で記載されていた場合、全てアラビア語翻訳を添付し、また、他の原語で記

載されていた場合、アラビア語と英語の翻訳を添付する。第１中において記載した文書そ

れぞれの原本及び謄本は、願書に添付する。そのような文書及び願書は、施行細則の第４

条及び第５条に記載されている要件を満たすことを要する。願書にその他の文書が添付さ

れていない場合、出願人は、所定の用紙を提出して、出願日から３ヶ月以内に必要な文書

を提出することを書面で約束することができる。そのような文書が当該期間内に提出され

ない場合、出願は無効とみなされる。また、第２の第３条第５項 5 に記載されている文書

が、必要であるにもかかわらず、当該期間内に提出されない場合、出願人の優先権を主張

する権利は消滅する。特許庁長官の決定により、出願が無効とみなされたこと、又は、出

願人の優先権主張の権利が消滅したことを出願登録簿に記載する。 

 

第４条 

4.1 願書は、白い、なめらかで、光沢のない用紙で作成する。用紙の大きさは A４(29.7 × 

21 センチ）とする。特許庁は、図面用に異なる大きさのスケッチ用紙を受け入れること

ができる。 

4.2 全ての用紙は、写真による直接の複製が可能になるような方法で提出する。 
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4.3 全ての用紙に通し番号を付す。番号はページの最上部中央に記載する。 

4.4 用紙の最小の余白は２センチとする。 

4.5 出願の内容は、タイプで記載する。記号及び付合、化学式又は数学式並びに文字の一部

は、必要な場合には、手書き又は描写することができるものとする。 

 

第５条 

 図面は次の要件を満たすことを要する。 

5.1 図面は、無彩色で、耐久性のある、十分な濃さと黒さをもった、一貫性のある太さの明

瞭な線で作成する。 

5.2 図面は、可能な場合には、縦書きで描く。 

5.3 図面の一部を特定する文字及び数字は、明瞭なものとし、図面全体を通じて同じ数字を

用いるものとする。文字又は数字が図の外に記載される場合、当該文字又は数字から図

の該当部分に細い線を引く。 

5.4 一枚の用紙に複数の図が描かれている場合、それぞれの図の間に十分な隙間を儲け、全

ての図に通し番号を付す。 

5.5 図面用の用紙には、発明の題名又は説明について示すものを含めてはならない。 

 

第６条 

6.1 他国にある国又は地域の官庁への以前の出願は、優先権を確立するものとみなされる。

ただし、かかる出願が当該国又は官庁に正しく行われていることを条件とする。出願が、

国又は地域の官庁の出願日を明確にする上で十分なものである場合、出願の結果如何に

かかわらず正しく行われたものとみなさる。 

6.2 優先日は、グレゴリオ歴の 12 ヶ月で表すものとし、最初の出願日から始めるものとす

る。ただし、実際の出願日は考慮されない。 

6.3 所定の期間の最後の日が公休日又は、出願の受理を行う官庁の非就労日に当たる場合、

当該期間は翌就労日まで延長される。 

6.4 優先権を主張する場合、出願者は、次を明かにするものとする。 

6.4.1 以前の出願日 

6.4.2 以前の出願番号。これは、出願日から３ヶ月以内の期間内に提出することができる。 

6.4.3 以前の出願に指定された IPC 番号出願時に IPC 番号が指定されなかった場合、番号

が指定された後速やかに官庁に通知する。 

6.4.4 出願が地域又は国際的なものである場合、以前の出願の国又は官庁 

 

第 7 条 

 本法第２条第２項に従って、関係者が、GCC の公認の博覧会のいずれかで展示することを

希望する製品の特許性を有する発明の一時的な保護を求める場合、その者は、博覧会が実
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施される前に、所定の様式で官庁に対しかかる要請を行うものとする。発明の簡単な説明、

図面、及び、関係する製品の目録を要請書に添付する。官庁は、必要と思われるその他の

ものを申請者に提出するよう要請することができる。 

 

第 8 条 

 官庁は、発明の一時的保護の証明書に係る登録簿を設ける。要請は、通し番号を付して

当該登録簿に記載される。当該登録には次のものを記載する。 

8.1 申請番号 

8.2 申請日 

8.3 申請者が法人の場合、名称、国籍、選択した本拠及び居所又は本社 

8.4 代理人の名称及び住所 

8.5 通信の宛先とすべき該当国における本拠 

8.6 博覧会、場所及び開会日 

8.7 発明の題名 

8.8 該当製品の目録 

8.9 博覧会への製品の登録日  

8.10 一時的保護証明書の日付、番号及び条件 

 

第 9 条 

 博覧会への製品の登録が確認された場合、官庁は、申請者に対し、所定の様式で一時的

保護証明書を交付する。かかる証明書は、当該博覧会の公式の開会日から６ヶ月超えない

期間有効とする。 

 

第 10 条 

 願書には、出願日時順に一年毎の通し番号が付される。通し番号、申請の日時、及び、

所定の料金の納付日を願書に記載する。願書に添付されている文書には通し番号が付され、

添付文書を付した願書は、特許庁の公印を押す。出願人は、出願の通し番号、出願の日時、

添付文書の一覧、及び、所定の料金の納付番号及び納付日が記載された所定の様式で受取

証の交付を受ける。 

 

第 11 条 

 特許庁は、次の事項を含む特許出願の登録簿を設ける。 

11.1 出願の通し番号 

11.2 出願日 

11.3 発明の題名 

11.4 出願人が法人の場合、名称、国籍、選択した本拠及び住所又は本社 
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11.5 代理人がある場合その名称及び住所 

11.6 願書中で以前の出願の優先権を主張する場合、以前の出願が行われた国の名前、当該

出願の日付及び番号 

11.7 出願の受け入れ又は拒絶の決定の日及びその番号、公告日 

11.8 特許番号 

 

第 12 条 

12.1 出願が、出願日前には一般の利用に供されていない微生物の使用を必要とする発明

に関連するものである場合、出願によって行われる開示は、次の条件が満たされる

とき、その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が発明を実施す

ることを可能にする上で十分かつ完全なものとみなされる。 

12.1.1 出願日前に公認の当局の一つに対し、微生物を寄託すること。 

12.1.2 願書の出願時に微生物の特徴を記載すること。 

12.1.3 願書に、当該微生物を寄託した当局の名称、及び、寄託の日付及び番号を記載する

こと。 

12.2 第 12.1.3 項に定める事項は、特許付与の決定についての公告日又は、その後に、微

生物の標本を提出するよう寄託した当局に対する正確な要請書を提出する者に対し、

寄託した微生物を利用に供することについて一切の留保のない出願人の側の最終的

な承認とみなされる。要請書は、当該者に標本を提供することについての官庁長官

の承諾書を添付し、所定の料金が支払われていない限り、正確なものとはみなされ

ない。微生物を請求する者は、官庁に対し、特許が無効になるか終了するまで、他

の者には当該微生物を利用に供しないという誓約書を提出するものとする。 

 

第 13 条 

13.1 要請に基づき、出願人は、官庁の長官に対し、同一の発明又は、官庁の長官に提出

した願書において出願しているものと同一の発明について他の官庁に提出した特許

出願の日付及び番号を提供する。 

13.2 要請に基づき、出願人は、第 13 条第１項において言及されている出願の一つに関す

る次の文書を官庁の長官に提出する。 

13.2.1 以前の出願についての調査報告書又は審査について出願人が受領した通知書の写し 

13.2.2 以前の出願後付与された特許証の謄本 

13.2.3 以前の出願を拒絶した最終的決定、又は、以前の出願の対象となった特許の付与を

却下した決定の謄本 

13.3 出願人は、要請に基づき、官庁の長官に対し、第 13 条第 2項第１号(13.2.1)におい

て言及されている以前の出願に基づいて付与された特許を取り消す最終的決定の謄

本を提出する。 
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第 14 条 

 上記以外の場合、特許庁は、出願人に対し、必要に応じて、特許庁が定める特別の要件

に従って、見本又は標本を提出するよう要請することができる。見本に毒物、強い可燃性

物質、又は、爆発物が含まれている場合、ラベルにその旨を明示することを要する。 

 

第 15 条 

 特許庁が、方式審査及び実体審査に合格した発明が GCC 諸国のいずれかの安全保障に関

連があると判断する場合、当該発明は、公告料を免除される。かかる特許は、出願人に付

与され交付される。また、官庁は、関係国に然るべく通報する。加盟国は、官庁に、安全

保障に関連があるとみなされる分野について通知する。 

 

第 16 条 

 特許庁は、本規則及び施行細則に定める条件が満たされていることを確認するために願

書及び添付物を形式的に審査する。当該審査により、本規則に定められている要件が満た

されていなかったことが判明した場合、特許庁は、出願人に対し、書留郵便で、催告の受

領の日から最大３ヶ月以内に、かかる要件を満たすよう催告を行う。出願人がこれを行わ

ない場合、出願は無効とみなされ、出願登録簿には、官庁の長官の決定により然るべき記

載される。 

 

第 17 条 

 出願人は、願書又は説明中の記載又は計算の誤りの訂正を請求することができる。また、

出願人は、発明の説明又は図面を含め、願書の記載事項の補正又は追加を請求することも

できる。出願人は、当該補正又は追加の内容及び理由を提示する。ただし、その結果とし

て、提出時の説明又は図面に一切の実質的な変更も行われないことを条件とする。所定の

費用が納付され、特許庁が承諾するより前は、いかなる補正又は追加も行われない。 

 

第 18 条 

 方式審査から、出願が方式要件を満たしていることが判明した場合、官庁は、評価見積

に基づいて実体審査において生じる費用の見積を出す。次に官庁は、通知の受領から最大

３ヶ月以内に当該料金を納付するよう求める通知を出願人に書留郵便で送付する。出願人

が所定の期間内に当該納付を行った場合、官庁は、願書を実体審査に回付する。納付しな

い場合、出願は無効とみなされ、官庁の長官の決定に基づき、出願登録簿にその旨記載さ

れる。 

 

第 19 条 
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19.1 官庁は、実体審査の結果を出願人に通知し、出願人は審査報告書に従って、願書の

補正を官庁に提出する。 

19.2 願書は、出願人の費用負担で、出願人による補正及び指示に照らして２回目の審査

を受ける。 

19.3 官庁は、２回目の審査結果を出願人に通知し、出願人は、審査報告書に従って願書

を補正する。願書は、出願人の費用負担で３回目の審査を受ける。 

19.4 ３回目の審査から、出願が特許付与の条件を満たさないことが判明した場合、出願

は拒絶される。 

19.5 願書の補正についての官庁から出願人宛の通知は、その日付から３ヶ月以内に回答

するものとし、所定の期間内に回答がない場合、出願は拒絶される。 

 

第 20 条 

 実体審査から、出願が本規則及び施行細則の要件を満たしていることが判明した場合、

出願人は、公告料及び特許付与料を納付するよう催告を受ける。理事会が特許付与を承認

すると、通知を受領した日から３ヶ月以内に料金を納付する。公告料及び付与料の納付後、

決定が公告され特許証が出願人に交付される。料金の納付がなされない場合、出願人は、

更に３ヶ月以内に納付するよう催告を受け、この間に納付がない場合、出願は無効とみな

される。公告日から３ヶ月以内に委員会に対し異議が申し立てられない場合、特許は登録

簿に記録され、出願人に交付される。 

 

第 21 条 

 実体審査から、出願が本規則又は施行細則に定める要件を満たしていないことが判明し

た場合、官庁は、出願を拒絶する理由を付した決定を発出し、出願人は、その旨書留郵便

により通知を受ける。出願人は、公告の日から３ヶ月以内に委員会に対し決定について異

議を申し立てることができる。 

 

第 22 条 

 特許証の表紙には次を記載する。 

22.1 出願番号 

22.2 特許付与の決定の番号及び日付 

22.3 特許番号 

22.3 特許証の発行日 

22.5 発明者の名称。ただし、その名称が開示されないことについての希望を書面で表明

した場合はこの限りではない。 

22.6 特許権者の名称、国籍及び住所 

22.7 発明の題名 
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22.8 分類 

22.9 保護期間並びに保護の開始日及び終了日 

22.10 特許証が優先権について言及している場合、優先権主張の番号及び日付、並びに、

出願国 

22.11 特許権者の代理人の名称 

22.12 特許を付与する決定が公告された公告の番号及び日付 

22.13 先行技術から引用した出願、特許及び参照文献 

 

特許証に、詳細な説明、説明用図面、クレーム及び概要を添付する。 

 

第 23 条 

 第 22 条の第１項から第 13 項までに言及する事項、並びに、その他の補正又は措置は、

特許登録簿に記録する。 

 

第 24 条 

24.1 特許に係る所定の年間料金は、関係者に対し提出する請求書に基づいて納付される。

請求書には、特許番号、特許付与日、及び、支払うべき年数を記載する。官庁は、

納付請求番号、納付される料金の受領日、納付金額、該当年を納付請求書に記載す

る。 

24.2 料金の納付は、出願の翌年から毎年年初から３ヶ月以内に行う。ただし、その後３

ヶ月間についての納付可能であり、その場合、追加料金を納付するものとする。 

24.3 特許庁は、特許年間料金登録簿を設け、特許出願毎に独立したページに次の事項を 

登録する。 

24.3.1 出願人の名称及び住所 

24.3.2 代理人がある場合、その名称及び住所 

24.3.3 出願の番号及び日付 

24.3.4 特許の番号及び有効期間、並びに、延長がある場合、その期間 

24.3.5 料金の支払い年 

24.3.6 追加料金なしの納付締め切り日 

24.3.7 追加料金がある場合の納付締め切り日 

24.3.8 受領番号及び受領日並びに納付額 

24.3.9 特許の失効日 

 

第 25 条 

 特許料は、添付の表に従って定められる。また、本条の適用上、民間団体及び営利企業

は会社とみなされる。 



392 
 

 

第 26 条 

 請求又は苦情は、その文書の原本及び謄本を委員会に提出する。当該文書は、次が記載

されている場合、委員会事務局に提供される。 

26.1 申立人の正式名称、職業若しくは役職、住所、身分証明書の番号、発行日及び発行

場所、並びに、申立人に代理人がある場合、同様の情報 

26.2 請求又は申し立ての本案についての陳述 

26.3 裏付けとなる陳述及び証拠 

 

第 27 条 

 委員会は、請求又は申し立ての日付を日時で表して確定する。官庁は、通知により然る

べく通報を受ける。ただし、委員会への出頭日は、通知の受領の日から開始する少なくと

も 20 日の期間が経過することを条件とする。 

 

第 28 条 

 委員会事務局は、事件を審査するための聴聞会の日付を日及び時刻で設定しこれを申立

人及び官庁に通知し、官庁に申立書の写しを提供する。 

 

第 29 条 

 当事者は、前回の聴聞会に当事者又はその代理人が出席していた場合、次の聴聞会の日

時が通報されたものとみなされる。 

 

第 30 条 

 当事者は委員会に本人が出席するものとし、また、開催国の関連法令に基づいて代理権

を行使する権利を有する代理人を委任状により任命することができる。ただし、委員会が、

当事者が出席することを求めた場合、当事者はそれに従う。 

 

第 31 条 

 委員会が受け入れ可能な正当な理由なしに、当事者が最初の聴聞会に出席しなかった場

合、申し立ては棄却される。ただし、棄却から３ヶ月以内に申立人が行った要請に基づき、

手続を再開することができる。申し立てが再度棄却された場合、申し立ては無効とみなさ

れる。ただし、申立人が、委員会が受け入れ可能な理由を提示した場合はこの限りではな

い。いかなる場合においても、申し立ての棄却後３ヶ月以上経過した場合、当該申し立て

は無効とみなされ、申し立ては、所定の費用を納付して新たに提起することを要する。 

 

第 32 条 
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 申立人が委員会が受け入れ可能な正当な理由なしに、申し立てを審査する聴聞会のいず

れかに出席しなかった場合、委員会は、申し立てを棄却することができる。官庁は聴聞会

に出席し、申し立てを維持し、その本案についての決定を下すことを要請する場合はこの

限りではない。ただし、手続において、決定を下すことが認められた場合、いかなる場合

においても、決定がなされるものとする。 

 

第 33 条 

 官庁が最初の聴聞会に出席しなかった場合、手続は第二回の聴聞会まで休会する。また、

官庁は、第二回の公聴会の期日と併せ官庁が出席していたものと同様に官庁に不利な決定

が下される旨の通知を受ける。 

 

第 34 条 

 いずれかの当事者の欠席は、聴聞会に指定された時刻から少なくとも１時間が経過した

後に確定する。 

 

第 35 条 

 欠席は、聴聞会の前に、委員会が受け入れ可能な正当な理由を提出しなかった当事者に

ついてのみ効力が生じる。欠席の理由が受け入れられた場合、聴聞会は、別の日まで休会

し、当事者には、次回の期日が通知される。 

 

第 36 条 

 あらゆる場合において、委員会は、申立人の代表又はその代理人の資格及び有効性を確

認する。 

 

第 37 条 

 当事者及びその代理人は、事件の文書一式を閲覧する権利を有し、委員会の許可を得て

その写しを作成することができる。 

 

第 38 条 

 当事者が、証拠として使用される書類又は文書を提出する場合、委員会が認証したその

写しが事件の文書一式に保管された後は、委員会の承諾を得たのみ撤回することができる。

ただし、委員会は、原本に照らして確認した後、文書の写しのみを一式文書に保管するこ

とができる。ただし、原本が別途必要となる場合はこの限りではない。 

 

第 39 条 

 委員長は、最初に申立人又はその代理人の主張を聴取した後、次に官庁から聴取する。 
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第 40 条 

 当事者は、その主張及び抗弁を全て一括して提出する。委員会は、官庁に対し、申立に

対する答弁書を提出するために一定の期間を与えることができる。ただし、かかる期間は、

委員会が重大な理由が存在すると判断する場合を除き、答弁すべきそれぞれの事項につい

て一回のみ与えられる。 

 

第 41 条 

 官庁は申し立てに対し答弁を行う。官庁が、理由なしに答弁を行わないか第２回の聴聞

会に出席しない場合、申立人がその申し立ての証拠を提供すれば、委員会は官庁の沈黙又

は欠席を、申立人に有利な決定を行うための十分な理由とみなすことができるものとする。 

 

第 42 条 

 委員会が、申立の本案についての決定が、委員会の管轄権の範囲外の他の問題を解決す

ることが必要であると判断した場合、委員会は、当該問題が権限を有する当局によって解

決されるまで手続の中断を決定することができる。 

中断の理由がなくなった場合、いずれかの当事者は、当該理由がなくなってから 30 日以内

に手続の継続を請求することができる。 

この請求がなされない場合、申し立ては無効とみなされる。 

 

第 43 条 

 申立人が死亡するか、訴訟能力を失うか、剥奪された場合、訴訟において本案について

の判決が認められる場合を除き、紛争は終了する。訴訟手続においては、当事者が、それ

ぞれの申し立て及び最終的な請求を提出した場合、本案についての判決が可能になるとみ

なされる。訴訟手続は、訴訟が停止する原因となった申立人に代わる者が、以前に設定さ

れた期日に出席したとき再開する。訴訟手続は、関係当事者のいずれかの請求に基づき再

開する。この場合、他の当事者又はその代理人は、その旨通知を受ける。 

 

第 44 条 

 申立人の請求には次のものを含めることができる。 

44.1 原請求の訂正、又は、申立書の提出後に生じた事情に基づく係争物の変更 

44.2 原請求を原因とするか原請求に密接に関連している補完的資料 

44.3 訴因の追加又は変更を含む資料。原請求の係争事項は維持される。 

 

第 45 条 

 請求及び抗弁は、明確に記載した提出文書により委員会に提出する。ただし、委員会は、
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当事者の口頭弁論を認めることができる。委員会は、申立人に対し、知らないこと及び曖

昧なこと明確化して、申し立て書、陳述書及び抗弁書を起案するよう要請することができ

る。 

 

第 46 条 

 委員会の構成員による会議は秘密とする。 

 

第 47 条 

 委員会は、出席者の過半数で決定を行う。同数の場合、委員長が決定票を投じる。いか

なる場合でも、決定は、その理由を記載し、委員長及び構成員全員によって署名される。 

 

第 48 条 

 委員会は、職権によるか又は当事者のいずれかによる請求により行われる決定により、

決定中の誤記又は計算の誤りを訂正する。訂正は、決定の原本に記載し、議長及び構成員

全員により署名される。 

 

第 49 条 

 当事者は、委員会に対し、決定文の曖昧な部分を解釈するよう請求することができる。

解釈に関する決定は、解釈された決定の一部とみなされる。 

 

第 50 条 

 申立書が提出された場合、委員会は、官庁に対し予防的措置をとるよう命じることがで

きる。ただし、申立人は、申し立てが棄却された場合に、官庁の権利を確保するために必

要と委員会が判断する保証を提供することを条件とする。 

 

第 51 条 

 委員会が、決定に際し専門機関を利用した場合、委員会は、当該専門機関の推定される

費用を賄うために必要な金額を、所定の日に、公認されている銀行による支払保証付きの

小切手で預託するよう命じることができる。委員会が定めた期限までに、当事者が当該金

額を預託しなかった場合、委員会は、提出された文書に従って申し立ての本案について決

定を行い、罰金により専門家の費用を賄うものとする。 

 

第 52 条 

 官庁は、官庁の適切な遂行及び発展のために適切とみなすところに従って、総局長の決

定により、様式を発出し修正することができる。官庁は、かかる様式をその定期刊行物で

引用する。 
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第 53 条 

 官庁に登録された特許及びその他の関連情報は、官庁の権限を有する職員の立会の下で、

閲覧することができる。いずれの者も、所定の費用を納付した後、特許の謄本、関連情報

の写し、それらの内容についての証明書又は登録簿の抄本を取得することができる。 

 

第 54 条 

54.1 実施権付与契約は、その主題が実施権の譲渡であるか、所有権者の変更であるか又

は実施権の許諾についてのものであるかを問わず、本条第 3 項に定める登録簿に記

録される。かかる記録は、契約当事者のいずれかが、両当事者の署名が然るべく認

証された契約書の謄本を添付して、官庁に申請書を提出することによって行われる。

契約は、他の言語で記載されていた場合、アラビア語に翻訳する。また、申請者は、

所定の登録料を支払う。 

54.2 ライセンス契約の登録申請は、提出日順に通し番号が与えられる。また、申請書に

は、当該通し番号、提出日、並びに、登録料の受領日及び受領番号を記載する。契

約の謄本には、請求の通し番号が記される。請求書及び契約の謄本に官庁印を押す。

申請者は、申請の通し番号、提出日、添付文書の目録、並びに、登録料納付の受領

番号及び日付が記載された受取証の提供を受ける。 

54.3 官庁は、実施権付与契約の登録申請用の登録簿を設ける。かかる登録簿には次の事

項を含める。 

54.3.1 請求の通し番号及び日付 

54.3.2 実施権許諾者の名称、国籍及び住所、並びに、代理人がある場合その名称及び住

所 

54.3.3 実施権者の名称、国籍及び住所、並びに、代理人がある場合その名称及び住所 

54.3.4 契約の両当事者の選択した本拠 

54.3.5 契約の対象事項及び期間 

54.3.6 登録拒絶の決定の発出日及び当該決定の当事者への通報日 

54.3.7 契約承認の決定の発出日 

54.4 官庁は、登録が認められた実施権付与契約のための登録簿を設ける。かかる登録簿

には次の事項を含める。 

54.4.1 契約登録の番号及び日付 

54.4.2 登録を認める決定の日付 

54.4.3 申請の通し番号及び提出日 

54.4.4 契約の両当事者の名称、国籍及び住所、並びに、代理人がある場合、それぞれの

代理人の名称及び住所 

54.4.5 各当事者の選択した本拠 
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54.4.6 契約の対象事項及び期間 

 

 この登録簿への契約の修正又は更新の記載は、官庁による承認及び修正又は更新に係る

所定の費用の納付後に行われる。 
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料金表（サウジアラビア・リアル建て） 

 

事項  個人 法人 

特許出願 2000 4000 

付与及び公告料 2500 5000 

年間特許料:   

２年目 2000 4000 

３年目 2100 4200 

４年目 2200 4400 

５年目 2300 4600 

６年目 2400 4800 

７年目 2500 5000 

８年目 2600 5200 

９年目 2700 5400 

10 年目 2800 5600 

11 年目 2900 5800 

12 年目 3000 6000 

13 年目 3100 6200 

14 年目 3200 6400 

15 年目 3300 6600 

16 年目 3400 6800 

17 年目 3500 7000 

18 年目 3600 7200 

19 年目 3700 7400 

20 年目 3800 7600 

特許出願の補正及び追加 500 1000 

年間特許料の延滞払い追加料金 500 1000 

出願の権利の譲渡及び所有権の変更 500 1000 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

付属資料 3.3 (湾岸協力会議) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

統一 GCC 商標法（規則）に関する UAE の連邦命令 2007 年第 52 号 (仮訳) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 我々、アラブ首長国連邦大統領、Khalifa Bin Zayed Bin Al Nahyan は、大臣の権能及び

権限に関する 1972 年の連邦法第１号（改正を含む。）を読了し、 

経済大臣の提案、閣僚評議会の承認、及び、首脳会議の認証に従い、次の命令を発出する。 

 

第１条 

 統合 GCC 商標法（規則）は、ここに承認された。当該法律は、以下に添付する通りであ

る。 

 

第２条 

 経済大臣は、本命令を執行する。本命令は、官報に公布される。 

Khalifa Bin Zayed Al Nhayan 

アラブ首長国連邦大統領 

 2007 年 6 月 20 日、アブダビの大統領宮殿において発出した。 

 

統一 GCC 商標法（規則） 

願書、登録又は特許証の謄本の入手 100 200 

強制実施権許諾の申請 15000 30000 

強制実施権の許諾 5000 10000 

強制実施権許諾の登録申請 5000 10000 

強制実施権許諾の登録 500 1000 

申し立ての登録 3000 6000 

申し立ての更新 1000 2000 

一時的保護の申請 500 5000 

培養見本の申請 500 5000 

検索の実施 100 200 

専門的調査 年間費用 
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第１部 総則 

 

文脈上別段の必要がない限り、次の用語及び表現は、それぞれ以下の意味を有する。 

「GCC」とは、湾岸協力会議をいう。 

「所管官庁」とは、GCC 各国において本法（規則）の施行について管轄権を有する商務を担

当している省をいう。 

「施行規則」とは、本法を実施するに際し、商業協力委員会により発出される文書等をい

う。 

「登録簿」とは商標登録簿をいう。 

 

第２条 

 「商標」という用語は、名称、言葉、署名、文字、記号、数字、住所、印、図面、絵画、

彫刻、包装、写真の要素、形、色彩の混合若しくはそれらを組み合わせたもの、又は、あ

らゆる視覚的標識、それらの標識の組み合わせであるか問わず、特定の形状の物であって、

ある事業体の製品又はサービスを、他の事業体のものから識別するため、又は、何らかの

サービス、若しくは、製品若しくはサービスの検査若しくは試験を示すために使われるも

のをいう。 

 

 音又は臭いに関連する標識は、商標とみなすことができる。 

 

第２部 手続 

 

第１章 商標登録手続 

 

第 3 条 

 次のいずれも商標又はその一部とはみなされず、また、次のいずれも商標又はその一部

として登録することはできない。 

1. 識別性を欠く商標、慣行又は見慣れた図面若しくは普通の製品の写真が使用される製

品及びサービスについて通常言及されるものに限定されているデータから構成される

商標 

2. 公序良俗に反する表現、図面又は商標 

3. 公のスローガン、旗、軍の記章、名誉記章、国内及び外国のメダル、硬貨、紙幣、又

は、国、外国、アラブ、国際機関、若しくは、それらの機関のその他の記号、又は、

それらの模倣 

4. 赤新月社若しくは赤十字社の記号、又は、その他の類似の記号、及び、それらの模倣 
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5. 厳に宗教的記号と同一又は類似する商標 

6. 地理的名称及びデータ。その使用が、製品又はサービスの出所又は原産地について混

同を招きかねない場合 

7. 第三者の名前、あだ名又はロゴ。ただし、当該第三者又はその承継人がその使用につ

いて事前に承諾している場合はこの限りではない。 

8. 登録出願人が、法律により受ける資格がない名誉称号又は科学的称号の記載 

9. 製品又はサービスの原産地若しくは出所又はそれらに関するその他の説明について公 

衆を惑わすか、それに関する不実表示を伴う商標、及び、虚偽、模倣又は、偽造した

商号 

10. 担当官庁の決定従って、取引が禁じられている自然人又は法人が所有する商標 

11. 同一の製品若しくはサービス又は類似の製品若しくはサービスに係る第三者名義で既

に出願又は登録されている他の商標と同一又は類似の商標であって、当該登録出願さ

れた商標の使用が、当該商標が、登録済みの商標の所有者の製品又はサービスと関連

しているという印象を生み出す可能性があるか、又は、かかる所有者の利益に損害を

もたらす可能性があるもの 

12. ある商標が、何らかの製品又はサービスに関連して登録された場合、以前の商標によ

って識別されていた製品又はサービスの価値を減じる可能性があるもの 

13. 既知の商標又は他の登録済みの商標の変形に過ぎないものと考えられる商標で、それ

を登録した場合、類似の商標又は製品によって識別されている製品又はサービスとの

関連で、消費者に混同をもたらしかねないもの 

14. 次の用語又は表現を含んでいる商標。フランチャイズ、又は、「フランチャイズ加盟店」、

登録済み、「登録中」、著作権、又は、他の類似の用語及び表現 

 

第４条 

1. 名声が、元の国の国境を越えて、他の国まで及んでいる商標は、同一又は類似の製品

又はサービスについては登録することはできない。ただし、周知商標の所有者が、登

録を行う場合、又は、登録することを明示的に承諾している場合はこの限りではない。 

2. 商標が周知商標であるか否かを判断するためには、当該商標の宣伝による一般への暴

露の程度を考慮する。 

3. 周知商標は、次の場合には、それらの商標によって識別されるものと同一ではないか

類似していない製品又はサービスを識別するために登録することはできない。 

a. かかる標識の使用が、識別する必要がある製品又はサービスと、周知商標の所有

者の製品又はサービスの間の関連性を示す可能性があること。 

b. 商標の使用が、周知商標の所有者の利益に損害を与える可能性がある場合 

 

第５条 
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 関係当事者は、その製品の原産地を保護するために地理的表示を伴う商標を登録するこ

とができる。かかる登録の承認は、当該表示との関連で出願人に独占的権利を付与するも

のではない。当該地理的領域において業務を行う者は、当該表示を使用することができる。 

 

第 6 条 

 次の種類の者は、それぞれの商標を登録することができる。 

1. 工場の所有者、製造業者、取引業者、職人、サービスに関連した事業の所有者である

自然人又は法人であって、GCC 諸国の国民である者 

2. GCC 諸国のいずれかに居住する外国人。ただし、当該外国人が、商業、工業、専門職又

はサービス業を実施することが認められていることを条件とする。 

3. 商標が登録されている GCC 諸国のいずれかの国民を平等に取り扱う国に属する外国人 

4. 公益 

 

第７条 

 所管官庁は、「商標登録簿」と称する登録簿を準備する。全ての商標、その所有者、それ

ぞれの住所、及び、製品又はサービスについての説明、並びに、移転、譲渡、使用権許諾、

担保、更新、削除その他の修正を、当該登録簿に登録する。関係者は、該当する料金を納

付の上、かかる登録簿を閲覧し、その真正な謄本を取得することができる。 

 

第８条 

1. 別途証明されない限り、商標を登録した者は、その所有者とみなされる。商標を登録

した当事者が、当該登録の有効性について争うための措置がとられることなしに、登

録日から連続して５年以上、当該商標を使用した場合、商標についての所有権を争う

ことはできない。 

2. 登録された商標の名義人より前に当該商標を使用していた者は、当該登録の取り消し

を管轄裁判所に請求することができる。ただし、その者が、商標登録の名義人となっ

た他の者による商標の使用に明示的又は黙示的に承諾を与えていた場合はこの限りで

はない。 

 

第９条 

 商標の登録出願は、商法登録の所管官庁に対し、関係当事者又はその代理人によって、

出願用の所定の様式により、本法の施行規則に定める条件に従って、提出するものとする。 

 

第 10 条 

 商標は、本法の施行規則に定める一又は複数の製品又はサービスの種類について登録す

ることができる。ただし、商標の登録の願書には、複数の種類を記載することはできない。 
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第 11 条 

 一件の出願により、重要な要素について同一の商標のグループの登録の出願を行うこと

ができる。ただし、それらの商標の間の違いが、かかる標章に重大な悪影響を及ぼさない

こと、及び、対象となる製品又はサービスが同一の分野に属することを条件とする。 

 

第 12 条 

 同一の製品若しくはサービスの種類について同一の商標、又は、同一若しくは類似の商

標の登録を同時に複数の者が出願した場合、関係当事者全員が権利放棄書に署名し、所管

官庁がかかる当事者のうちの何れかに有利なように承認するか、紛争の最終判決が下され

るまで、かかる出願は全て停止する。 

 

第 13 条 

 商標登録の出願人又はその承継人が、GCC 諸国を平等に取り扱う国において当該出願人又

は承継人によって行われた以前の出願に基づいて優先権を享受することを希望する場合、

かかる出願人又はその承継人は、その願書に以前の出願の日付及び番号並びに出願が行わ

れた国を記載した確認書を、出願人が優先権を主張する根拠とする登録出願の日から６ヶ

月以内に添付する。これを行わない場合、優先権を主張する権利は消滅する。 

 

第 14 条 

1. 所管官庁は、その決定するところに従って、商標と既に登録されている他の商標又は

登録の願書が既に提出されている商標の間の混乱を回避する方法で商標を特定し明確

にするため、又は、他の何らかの理由で、条件又は修正を課すことができる。 

2. 登録出願人が、所管官庁の指示が通知された日から 90 日以内に、かかる指示を満たす

よう対応しなかった場合、当該出願は放棄されたものとみなされる。 

3. 所管官庁が、その裁量により何らかの理由で商標の登録を拒絶するか、登録の停止条

件として何らかの条件又は修正に従うことを求める場合、所管官庁は、当該拒絶の理

由を書面で出願人又はその代理人に通知する。 

4. いかなる場合においても、所管官庁は、出願から 90 日の期間、登録出願について検討

する。ただし、かかる出願が本法及び施行規則に定める条件を満たしていることを条

件とする。 

 

第 15 条 

1. 所管官庁がその決定により登録出願を拒絶したか、何からの条件が満たされるまで登

録を中断した場合、出願人又はその代理人は、出願人がその通知を受けた日から 30 日

以内に、本法の施行規則に定めるところに従って委員会に対し異議申立書を提出する
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ことができる。出願人は、委員会による決定について通知を受けた日から 60日以内に、

かかる決定について管轄権を有する裁判所に上訴することができる。 

2. 出願人が所定の期間内にかかる決定について異議申立書を提出しなかったか、出願人

が所定の期間内に所管官庁によって課された条件を遵守しない場合、出願人は、出願

を放棄したものとみなされる。 

 

第 16 条 

1. 所管官庁が、商標登録の出願を受け入れた場合、当該官庁は、登録の前に、本法の施

行規則において定めるところに従って何らかの公告媒体において、当該出願を公告す

る。出願人は、公告の費用の支払いについて責任を負う。 

2. 関係当事者は、公告の日から 60 日以内に、所管官庁に対し商標登録に対する異議申立

書を提出することができる。所管官庁は、それが提出された日から 30 日以内に当該異

議申立書の写しを出願人に通知する。登録出願人は、かかる通知の日から 30 日以内に

所管官庁に対し、異議申立に対する書面の答弁書を提出する。これを行わない場合、

登録出願人は、出願を放棄したものとみなされる。 

3. 所管官庁は、商標の登録に対する異議が重大なものではないと決定した場合、登録手

続を開始し、異議申し立て当事者に対し、理由を付して決定を通知する。 

 

第 17 条 

1. 所管官庁は、両当事者又はいずれかの当事者からの陳述を聴取した上で、付託された

異議について決定する。 

2. 所管官庁は、登録を認めるか拒絶するかについての決定を下し、前者の場合には、所

管官庁は、必要と思われる条件を決定することができる。 

3. 関係当事者は、通知から 30 日以内に所管官庁が下した決定について異議を申し立てる

ことができる。 

 

第 18 条 

1. 商標が登録された場合、かかる登録の効果は、出願日まで遡る。所管官庁は、登録の

完了後ただちに、商標の所有者に、次の事項を含む証明書を付与する。 

a. 商標の登録番号 

b. 登録番号及び日付、並びに、出願が行われた国名 

c. 出願日、登録日及び保護期間の満了日 

d. 商標の所有者の名称、通称、住所及び国籍 

e. 商標の真正な謄本 

f. 商標が対象とする製品又はサービスについての説明、及びその種類 

2. 登録商標の所有者は、類似の製品又はサービスとの関連で公衆を混同させかねない当
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該所有者の商標の使用又は類似の商標の使用を阻止するために所管官庁に申し立てを

行うことができる。 

 

第 19 条 

 登録済商標の所有者は、当該商標への追加又は修正を登録するために、いつでも、所管

官庁に申請することができる。ただし、かかる追加又は修正が当該商標に実質的に影響を

及ぼさないことを条件とする。所管官庁は、原登録出願に関連した決定の条件に従って、

この趣旨の決定を発出する。かかる決定に対しては、異議を申し立てることができる。 

 

第 20 条 

 所管官庁は、脱漏していた情報を登録簿に追加するか、登録簿に権利なしに登録された

か又は事実に反し登録された情報を削除又は修正することができる。 

 

関係当事者は、この点について所管官庁がとった措置について、管轄権を有する裁判所に

対し異議を申し立てることができる。 

 

第２章 商標の保護期間 

 

第 21 条 

1. 商標登録の保護期間は、10 年とする。かかる商標の所有者は、本法及びその施行規則

に定める条件に基づき当該保護期間の最後の年に、当該期間の更新の申請書を提出し

た場合、当該所有者は、類似の条件により継続的な保護を確保することができる。 

2. 所管官庁は、保護期間の失効後３ヶ月以内に、かかる失効について書面で商標所有者

に通報する。かかる通報は、登録簿に登録されている商標の所有者の住所宛に送達す

る。商標の所有者から更新の申請書が提出されることなく、保護期間の満了日から６

ヶ月が経過した場合、所管官庁は、登録簿から当該商標を削除する。 

3. 上記の期間の更新は、新たな検査を行うことなく、第三者からの異議申立を考慮する

ことなしに実施される。 

 

第 22 条 

 本法に定める登録条件を満たした商標は、所管官庁の決議に基づき決定されるところに

従って、GCC 諸国の内外で実施される博覧会において展示されている期間、一時的な保護を

受ける。 

 施行規則においては、当該保護を付与する条件及び手続を定める。 

 

第３章 商標の登録取り消し 
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第 23 条 

 本法第８条の規定に従うことを条件として、所管官庁及び関係当事者は、裁判所に対し、

違法に登録された商標の登録取り消しを申し立てることができる。所管官庁は、当該裁判

所が最終判決を下したならば直ちに登録を取り消す。 

 

第 24 条 

 商標の所有者は、対象となる製品又はサービスの全部についてであるか一部についてで

あるかを問わず、所管官庁に対し登録簿から当該商標の登録を取り消すよう申請すること

ができる。商標の登録取り消しの申請書は、施行規則に定める条件に従って提出するもの

とする。商標が登録簿に登録された契約に基づき使用権が許諾された場合、当該商標は、

当該使用権許諾の受益者の事前の書面の承諾なしに、登録を抹消することはできない。た

だし、かかる受益者が使用権を明示的に放棄する場合はこの限りではない。 

 

第 25 条 

 裁判所は、関係当事者の申請に基づき、裁判所が、商標が５年間続けて十分に使用され

なかったことを確認した場合、当該商標の登録を取り消すことを命令することができる。

ただし、当該商標の所有者が、商標を使用しなかった正当な理由を提示する場合はこの限

りではない。 

 

第 26 条 

 商標の登録が取り消される場合、かかる取り消しの日から３年が経過するまで、当該商

標は、同一の製品若しくはサービス又は類似の製品若しくはサービスについては第三者の

利益のために登録することはできない。ただし、登録取り消しが、裁判所の命令に従って

行われるものである場合はこの限りではない。かかる場合、裁判所は、より短い期間を設

定することができる。 

 

第 27 条 

 商標の登録の取り消し又は更新は、施行規則に基づき決定されるところに従って何らか

の公告媒体によって公告される。 

 

第４章 商標の移転、担保設定及び差押え 

 

第 28 条 

1. 別段の合意がある場合を除き、商標の所有権は、製品又はサービスを区別するために

当該商標を利用する店舗又は事業と共に、対価の有無に拘わらず、移転することがで
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きるか、担保を設定するか差押え行うことができる。 

2. 商標の所有権は、相続、遺贈又は贈与により移転することができる。 

3. いかなる場合においても、商標の所有権の移転、担保設定又は差押えは、商標登録簿

に登録され、施行規則に定めるところに従って公告媒体で公告されるまで、第三者に

対抗できない。 

 

第 29 条 

1. 別段の合意がある場合を除き、商標が店舗又は事業に密接に関連している場合、当該

店舗又は事業の所有権の移転される場合、これには、移転人名義の登録商標が含まれ

る。 

2. 別段の合意がある場合を除き、店舗又は事業の所有権が、商標の移転を伴わずに移転

された場合、移転人は、同じ製品の製造を継続するか、登録された商標に係る同じサ

ービスの提供を継続することができる。 

 

第３部 ライセンス契約 

 

第 30 条 

 商標権者は、自然人又は法人に対し、商標登録の対象となっている製品又はサービスの

全部又は一部について当該商標を使用することについて使用権を許諾することができる。

商標権者は、別段の合意がない限り、他の者が同じ商標を使用することを許可する権利を

有し、また、商標権者自身で使用することもできる。かかる使用権の期間は、商標の保護

について定められた期間を超えることはできない。 

 

第 31 条 

 商標登録によって付与された権利に適用されない場合、又は、かかる権利を留保するた

めに必要ではない場合、いかなる制限も使用権許諾の受益者に対し課すことはできない。 

 ただし、ライセンス契約には次の制限を定めることができる。 

1. 商標を使用する領域又は期間の範囲を特定すること。 

2. 製品又はサービスの品質の効果的な管理のために必要な条件 

3. 商標の評判に悪影響を及ぼしかねない行為を行わないように使用権許諾の受益者に課

す義務 

 

第 32 条 

 商標を使用することについての契約による使用権許諾は、書面によらない限り有効では

ない。かかる契約は、登録簿に登録されていない場合でも有効である。 
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第 33 条 

 別段の合意がない限り、かかる使用権許諾の受益者は、商標の使用について譲渡又は最

許諾することができない。 

 

第 34 条 

 使用権許諾契約の登録は、商標権者又は使用権許諾の受益者の要請により、使用権の失

効又は終了の証拠を提出した要請に基づいて取り消すことができる。所管官庁は、当該使

用権許諾の登録取り消しの申請を、相手方当事者に通報する。かかる相手方当事者は、施

行規則に定める条件に従ってかかる申請に対し異議を申し立てることができる。 

 

第４部 団体商標、証明商標、並びに、公益企業体及び専門職能団体の商標 

 

第 35 条 

A) 独立の法人格を有する特定の団体に所属する加盟企業により製造又は実施される製品

又はサービスを識別するために用いられる団体商標を登録することができる。団体商

標の登録出願は、当該団体によって定められる条件に従って、当該団体の加盟企業に

よって使用されるものとして当該団体の代表によって提出する。ただし、かかる条件

が、所管官庁によって承認されていることを条件とする。 

B) 団体商標の登録出願には、当該出願が団体商標に関するものであることを記載する。

かかる出願には、登録が意図された商標の使用の規約の写しを添付する。いかなる場

合においても、登録団体商標権者は、所管官庁に対し、かかる規約の変更を通知する。

所管官庁の事前の承諾なしにはいかなる変更も無効とする。 

C) 団体商標の登録が取り消された場合、第三者は、当該商標を、同一又は類似の製品又

はサービスとの関連で登録することはできない。 

D) 関係当事者からの請求に基づき、管轄権を有する裁判所は、団体商標の登録された所

有者が単独で当該団体商標を使用していること、本条（B)に定める条件に違反して当

該商標を使用するか使用させていること、又は、当該商標を、製品の原産地若しくは、

当該団体商標が登録されている製品若しくはサービスの共通の特徴について、公衆に

誤解を生じさせかねない方法で使用していることを確認した場合にのみ、当該団体商

標の登録を取り消すことを命令することができる。 

 

第 36 条 

A) 製品又はサービスの出所、構成要素、生産方法、品質、特性その他の特徴の証明又は

検査を行う法人は、所管官庁に対し、かかる証明又は検査を示すために商標を登録す

るよう出願することができる。いずれの場合においても、かかる商標は、所管官庁の

事前の承諾なしに、登録又は移転を行うことはできない。 
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B) 証明又は検査商標の登録の出願人は、登録願書において、当該出願が、かかる証明又

は検査商標に関するものであることを表明する。かかる願書には、登録が意図された

商標の使用規約の写しを添付する。いかなる場合においても、かかる登録商標の所有

者は、当該規約の変更を所管官庁に通知する。かかる変更は、所管官庁の事前の承諾

がない限り有効にはならない。 

 

第 37 条 

 公益事業体又は専門職能団体によって、その通信を識別し、又は、構成員のバッジとし

て使用されるロゴ等、商標は、営利目的以外で登録することができる。 

 

第 38 条 

 施行規則においては、第 35 条、第 36 条及び第 37 条に定める商標の登録にかかる条件、

登録のために提出が必要な文書及び全ての規制事項を定める。かかる標識の登録は、本法

に基づき定めるあらゆる効果を発生させる。 

 

第５部 制裁 

 

第 39 条 

A) 他の法令に基づいて規定されるより厳格な制裁に従うことを条件として、５年以下の

禁固刑及び／又は、最大百万サウジアラビアリアル若しくは GCC 諸国のいずれかの国

の通貨でそれに相当する金額以下の罰金が次に適用される。 

1. 公衆を欺罔する目的で本法の規定に従って登録されている商標を偽造する者、又

は、かかる商標を模倣する者、及び、悪意で模倣若しくは偽造された商標を使用

する者 

2. 第三者が所有する商標を製品に悪意で添付するか、そのサービスとの関連で使用

する者 

B) 他の法令に基づいて規定されるより厳格な制裁に従うことを条件として、３年以下の

禁固刑及び/又は、最大 10 万サウジアラビア・リアル若しくは GCC 諸国のいずれかの

国の通貨でそれに相当する金額以下の罰金が次に適用される。 

1. 偽造若しくは模倣された商標又は権利なしに添付若しくは使用されている商標を

販売するか、販売若しくは取引を申し出るか、又は、若しくは販売を目的として

取得する者。ただし、かかる者が、それについて知っていること、及び、かかる

商標の下でサービスを提供することができる誰かを知っていることを条件とする。 

2. 本法第３条第２項から第 11 項までに定める状況において、登録することなしに、

商標を使用する者 

3. 商標、レターヘッド又は業務用文書について、商標が登録されていると思わせる
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ようなことを表明する者 

4. 登録商標によって識別される製品又はサービスに当該登録商標を悪意で添付しな

い者 

5. 登録商標又は有名な商標を模倣するために使用する目的で、道具又は物資を調整

するか変更する者 

 

第 40 条 

 再犯の場合、刑罰は、その上限を超えないが、15 日以上 6 ヶ月以下の期間、店舗又は事

業を閉鎖する。該当する判決は、施行規則において定められる手続に従って、違反当事者

の費用負担により公表する。 

 本条の規定が適用された場合、本条に定める違反のいずれかで有罪判決を受けた者が、

以前の違反についての確定判決の日から３ヶ月以内に別の類似の違反を犯した場合、同じ

違反を再度犯したものとみなされる。 

 

第 41 条 

 本法に定める違反が犯された結果、損害を被る者は、かかる違反について責任を負う者

に対し、かかる損害に対する適切な補償を支払うよう請求することができる。 

 

第 42 条 

1. 商標の所有者は、訴訟を提起する前であっても、いつでも、商標登録を確認する公式

の証明書に基づき、又は、当該商標の認知に基づいて、管轄権を有する裁判所に対し、

製品、店舗の住所、包装、レターヘッド、文書、及び、犯罪の対象である商標又は情

報が印刷されているその他の品目に加えて、特に、犯罪を犯すために使われたか使わ

れた可能性がある機械その他の道具を差し押さえることを含め必要な予防的差押えの

命令を発出するよう請求することができる。 

2. かかる差押えは、商品の輸入に対しても命じることができる。 

3. 裁判所の命令において、差押え官がその義務を遂行することを支援する一又は複数の

専門家の任命を定め、また、差押えの申立人に対し、該当する場合、差押債務者を補

償するために裁判所によって査定された額の保証金を提供することを求めることがで

きる。かかる保証金は、裁判所の命令に基づいてのみ、提供される。 

4. 差押えの実施に際し、商品の所有者は、裁判所に対し、差押債権者によって提供され

る保証金の妥当性について異議を申し立てることができる。 

 

第 43 条 

 差押期日から 10 日以内にかかる手続に係る措置がとられなかった場合、前条に定める差

押手続は、最初から無効であったものとみなされる。 
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第 44 条 

1. あらゆる訴訟において、裁判所は、賠償金若しくは罰金から価格分を差し引くために

差し押さえられたか差し押さえられる品目の没収、又は、裁判所が適切とみなすあら

ゆる方法によりそれらを処分することを命じることができる。 

2. また、裁判所は、違法な商標を破壊し、必要な場合には、かかる商標を伴う製品、包

装、梱包機器その他の品目、又は、違法なデータを廃棄すること、及び、特に偽造す

る際に用いられた機械及び道具を破壊することを命令することもできる。裁判所は、

無罪判決を行う際にも、上記を全て命じることができる。 

3. 裁判所は、判決債務者の費用負担により官報又はいずれかの日刊新聞に判決を公告す

るよう命じることができる。 

 

第 45 条 

 公的権利者による訴訟は、捜査又は公判手続が行われることなく、違反の日から５年が

経過したとき時効により妨げられる。かかる公的権利者による訴訟の時効は、特別の権利

を害するものではない。 

 

第 46 条 

 差押債権者が、訴えを提起しなかった場合、被告は、本法第 43 条に基づき定められる期

間が経過してから 90 日以内に、又は、商標に関連した差押債権者が提起した訴訟における

確定判決の日以降、悪意の原告に対し、本法第 42 条の規定に従って、原告によって行われ

た手続を理由として被告が受け取る権利を有する補償を支払うよう請求する訴訟を行うこ

とができる。いかなる場合においても、差押債権者により提供された補償金は、差押債務

者が提起した訴訟において、差押債務者を敗訴とする確定判決が発出されるまで、又は、

訴訟を提起する期間が満了するまで、差押債権者に返還されることはない。ただし、差押

債権者により提起された訴訟において下された判決において、補償金の問題について別段

の決定がなされた場合はこの限りではない。 

 

第６部 最終規定 

 

第 47 条 

 所管大臣によって任命された者は、本法の規定の適用及び本法に違反して犯された犯罪

を報告することに関し、司法官としての権能を有する。 

 

第 48 条 

 施行規則において、本法に関連した料金を定める。 



412 
 

 

第 49 条 

 商業協力委員会は、本法を解釈し、本法の改正を提案する資格を有する。 

 

第 50 条 

 商業協力委員会は、本法の施行規則を発出する。 
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